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定期監査の結果に関する報告書の提出について 

 

 

 地方自治法第１９９条第４項の規定により令和７年度定期監査を執行し

たので、同条第９項の規定により、その結果に関する報告書を次のとおり

提出します。 
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１ 監査の準拠基準 
 

久喜市監査基準 

 

２ 監査の対象 
 

財政課、管財課、人権推進課、市民生活課、農業振興課、商工観光課、生活支援課、高齢者福祉課、国民健康保険課、ス 

ポーツ振興課、児童センター、建設管理課、産業拠点整備推進課、公園緑地課、水道事業（上下水道経営課、水道施設課）、

下水道事業（上下水道経営課、下水道施設課）、農業委員会事務局、学校施設課及び指導課における令和７年４月１日から令

和７年９月３０日までに執行された財務に関する事務を対象とした。 

なお、財務に関する事務のうち、借受地の事務については、借受期間の始期が令和６年４月１日以降に設定されているもの

を対象とし（対象：管財課、市民生活課、農業振興課、商工観光課、スポーツ振興課、建設管理課、公園緑地課、学校施設

課）、備品管理の事務については、児童センターについては令和７年９月３０日時点において管理している備品を、児童セン

ター以外の所属所（対象：管財課、市民生活課、農業振興課、高齢者福祉課、公園緑地課、学校施設課、指導課）については、

令和６年度に取得した備品を対象とした。 
 

３ 監査の着眼点 
 

財務に関する事務の執行が法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化

に努めているか等に主眼を置いて監査した。なお、借受地及び備品管理の事務については、特に重点を置いて監査を実施した。 
 

４ 監査の主な実施内容 
 

事前に提出された資料及び関係帳票等について、証憑突合、質問、閲覧等の手法を用いて監査を実施した。 

 

５ 監査の期日 
 

令和７年１１月７日、１０日、１１日、１７日、２８日 
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６ 監査の結果 
 

財務に関する事務の執行が、適正かつ効率的に行われているかどうかを共通着眼点として監査した限りにおいて、監査の対

象となった事務が法令に適合し、正確に行われ、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努

めていることを確認した。 



(1) 財政課

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し１人増である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　財政係においては、予算編成及び執行管理に関する事務、地方交付税及び諸交付金に関する事務、地方債に関する事務、決算及び決算統計に関する事務、財政事情
の公表に関する事務等を行っている。
　契約係においては、入札参加資格者の登録に関する事務、指名競争入札参加者選定委員会に関する事務、電子入札制度に関する事務、契約制度に関する事務等を
行っている。

収 入 率
（Ｃ）/（Ａ）×100

収 入 済 額予 算 現 額科 目 収 入 未 済 額調 定 額

譲 与 税 109,000,000

項

27.00
地 方 譲 与 税

（Ｃ）（Ａ）節

譲 与 税

款 （Ｂ）-（Ｃ）目
地 方 揮 発 油 地 方 揮 発 油 地 方 揮 発 油 譲 与 税

自 動 車 重 量 自 動 車 重 量 自 動 車 重 量 譲 与 税

利子割交付金 利子割交付金 利子割交付金 利 子 割 交 付 金

配当割交付金

29,426,000

（Ｂ）

29,426,000

　　　　　　　職　名
　区　分

課 長 課 長 補 佐
係 名

財 政 係 契 約 係
合 計

11

10

本 年 度 1 1 8 1 (1)

(1)

比 較 増 減 0 0 1 0 1

前 年 度 1 1 7 1

譲 与 税 譲 与 税 324,000,000 89,851,000 89,851,000 0 27.7

7,000,000 14,161,000 14,161,000 0 202.3
配 当 割 交 付 金

129,000,000 33,343,000 33,343,000 0 25.8
配当割交付金 配当割交付金

株 式 等 譲 渡 株 式 等 譲 渡 株 式 等 譲 渡 株式等譲渡所得割交付金

所得割交付金 所得割交付金 所得割交付金 157,000,000 0 0 0 0.0
法 人 事 業 税 法 人 事 業 税 法 人 事 業 税 法 人 事 業 税 交 付 金
交 付 金 交 付 金 交 付 金 314,000,000 166,263,000 166,263,000 0 53.0
地 方 消 費 税 地 方 消 費 税 地 方 消 費 税 地 方 消 費 税 交 付 金
交 付 金 交 付 金 交 付 金 3,620,000,000 2,321,435,000 2,321,435,000 0 64.1
環 境 性 能 割 環 境 性 能 割 環 境 性 能 割 環 境 性 能 割 交 付 金
交 付 金 交 付 金 交 付 金 82,000,000 28,918,000 28,918,000 0 35.3
地 方 特 例 地 方 特 例 地 方 特 例 地 方 特 例 交 付 金
交 付 金 交 付 金 交 付 金 161,000,000 152,041,000 152,041,000 0 94.4

3
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(単位：円・％)

7,300,000 0 0 0 0.0
農林水産業債 農 業 債

6,212,000,000 4,163,196,000 4,163,196,000 0 67.0
地 方 交 付 税 地 方 交 付 税 地 方 交 付 税 地 方 交 付 税

0 0 0.06,286,000 0

新 型 コ ロ ナ

ウイルス感染症

対策地方税減収

補填特別交付金

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス
感 染 症 対 策
地 方 税 減 収 補 填
特 別 交 付 金

地 方 特 例
交 付 金

新 型 コ ロ ナ

ウイルス感染症

対策地方税減収

補填特別交付金

収 入 済 額 収 入 未 済 額

繰 入 金
繰 入 金 財政調整基金繰入金基 金 繰 入 金 財政調整基金

科 目

0.000

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

02,547,903,000

予 算 現 額 調 定 額 収 入 率
款 項 目 節

国 庫 支 出 金 国 庫 補 助 金 総 務 費 総 務 管 理 費 補 助 金
国 庫 補 助 金 1,176,357,000 583,287,715 583,287,715 0 49.6

財 産 収 入 財産運用収入 利 子 及 び 利 子 及 び 配 当 金
配 当 金 7,490,000 2,486,070 2,486,070 0 33.2

繰 越 金 繰 越 金 繰 越 金 繰 越 金
1,167,485,000 1,942,242,146 1,942,242,146 0 166.4

諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入
37,950,000 0 0 0 0.0

市 債 市 債 総 務 債 総 務 管 理 債
113,900,000 0 0 0 0.0

民 生 債 児 童 福 祉 債
246,700,000 0 0 0 0.0

衛 生 債 清 掃 債
6,521,000,000 0 0 0 0.0

土 木 債 道 路 橋 り ょ う 債
272,100,000 0 0 0 0.0

河 川 債
222,800,000 0 0 0 0.0

都 市 計 画 債
704,300,000 0 0 0 0.0

消 防 債 消 防 債
85,100,000 0 0 0 0.0



(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

1,248,600,000 0 0 0 0.0
中 学 校 債

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

支 出 済 額 予 算 残 額
（B）/（Ａ）×100

32.209,526,649,9319,526,649,93129,590,971,000

　収入済額の主なものは、地方消費税交付金２，３２１，４３５，０００円、地方交付税の普通交付税４，１６３，０９１，０００円、繰越金の前年度繰越金１，３７４，７５６，８０５円
　歳入予算現額２９，５９０，９７１，０００円に対し、収入済額９，５２６，６４９，９３１円で収入率は３２．２％である。

合 計

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

4,740,000 5,863,000 5,862,722 278 100.0
総 務 費 総 務 管 理 費 一 般 管 理 費 職 員 給 与 費

入 札 参 加 事 務 事 業
3,478,000 3,478,000 1,563,000 1,915,000 44.9

財 政 管 理 費 財 政 管 理 業 務 経 費

保 健 衛 生 費 保 健 衛 生 水道事業会計負担事業
2,210,000 2,210,000 192,347 2,017,653 8.7

総 務 費 0 180,409,000 0 180,409,000 0.0

公 用 施 設 等 公 用 施 設 等 災 害 復 旧 事 業 1,000 1,000 0 1,000 0.0

1,000 0.0

であり、収入済額の８２．５％を占めている。

災 害 復 旧 事 業 1,000 1,000 0
災 害 復 旧 費 災 害 復 旧 費 公 共 土 木 施 設 等

災 害 復 旧 費 公 共 施 設 ・ 公 共 施 設 ・ 農 林 水 産 業 施 設 等

衛 生 費

3,257,800,000 0 0 0 0.0
市 債 市 債 教 育 債 教 育 総 務 債

444,800,000 0 0 0 0.0
小 学 校 債

幼 稚 園 債
1,000,000 0 0 0 0.0

社 会 教 育 債
407,100,000 0 0 0 0.0

その他公共施設・公用
施設等災害復旧事業 1,000 1,000 0.0

文 教 施 設 等
災 害 復 旧 事 業 1,000 1,000 0 1,000 0.0

公 債 費 公 債 費 元 金
0 1,000

元 金 償 還 事 業
3,970,093,000 3,970,093,000 1,970,991,894 1,999,101,106 49.6

218,838,000 218,838,000 79,970,789 138,867,211 36.5
利 子 利 子 償 還 事 業

5
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(単位：円・％)

　歳出予算現額４，４８６，２８０，０００円に対し、支出済額２，０６１，０６６，８２２円で、４５．９％の執行率である。
　一般管理費の支出は、職員給与費の職員手当等５，８６２，７２２円、入札参加事務事業の埼玉県電子入札共同システム負担金１，５６３，０００円である。

合 計
4,303,718,000 4,486,280,000 2,061,066,822 2,425,213,178 45.9

予 備 費

財 政 調 整 財政調整基金積立事業

減 債 基 金 費 減 債 基 金 積 立 事 業
基 金 費 4,239,000 6,913,000 2,238,951 4,674,049 32.4

諸 支 出 金 基 金 費

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項

　財政調整基金費の支出は、財政調整基金積立事業の積立金２，２３８，９５１円である。
　減債基金費の支出は、減債基金積立事業の積立金２４７，１１９円である。

予 備 費
100,000,000 97,895,000 0 97,895,000 0.0

予 備 費 予 備 費

目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

　元金の支出は、元金償還事業の償還金１，９７０，９９１，８９４円である。
　財政管理費の主な支出は、財政管理業務経費の印刷製本費１５１，２６７円であり、支出済額の７８．６％を占めている。

　利子の支出は、利子償還事業の利子７９，９７０，７８９円である。

116,000 577,000 247,119 329,881 42.8



(2) 管財課

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　各係・室の主な所掌事務は、次のとおりである。

ている。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

雑 入 雑 入諸 収 入 雑 入
1,846,000 590,281 471,178 119,103 25.5

利 子 及 び 配 当 金

50,000.0

200,000 81,000 81,000 0 40.5
一 般 寄 附 金 一 般 寄 附 金

5,000,000 3,810,175 3,810,175 0 76.2
財産売払収入 不 動 産 売 払 土 地 建 物 売 払 収 入

10

10

0

副 主 幹 合 計

1

係 名
検 査 室

本 庁 舎
整 備 推 進 室

1 (1)

1 (1)

0

　本庁舎整備推進室においては、本庁舎の整備（増築）に関する事務等を行っている。

財産運用収入 財産貸付収入 土 地 建 物 貸 付 収 入

科 目
目 （Ｂ）節

1

0

項
使 用 料

予 算 現 額

　管財係においては、市有財産の管理及び処分に関する事務、公有財産台帳の整備及び保管に関する事務、公共施設の保全に係る総合調整に関する事務等を行っ

　検査室においては、工事の検査に関する事務、物品購入の検査に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）

3

収 入 未 済 額調 定 額

00

1

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減

管 財 係

1

1

0

(2)1

(1)

4

課 長 補 佐参 事 兼 課 長 主 幹 兼 室 長

2 0

△ 1

21 1

合 計

物品売払収入 物 品 売 払 収 入

寄 附 金 寄 附 金

　収入済額の主なものは、土地建物貸付収入の自動販売機設置賃借料７，１１０，２８８円及び土地建物売払収入３，８１０，１７５円であり、収入済額の８０．８％を占めてい

108.9

13,514,224

8,397,550 0 76.1

30,000 0 3,000.0

500,000

（Ｂ）-（Ｃ）

224,321

（Ｃ）

119,103

206,000 0

13,633,327

総 務 管 理 使 用 料

財 産 収 入

1,000 0

手 数 料

500,000

11,035,000 8,397,550

配 当 金 1,000 30,000
利 子 及 び

収 入

(2)

　歳入予算現額１８，２８９，０００円に対し、収入済額１３，５１４，２２４円で収入率は７３．９％である。

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100

18,289,000

使 用 料 及 び 総 務 使 用 料

73.9

224,321

7
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る。

　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額２８６，９８２，０００円に対し、支出済額８０，９４２，９８５円で、２８．２％の執行率である。

ウ　改善・要望事項
・今回の定期監査では、複数の所属所において、備品の管理や各種手続きが適切に行われていない状況が見受けられました。一例を挙げると、備品シールの貼付漏れ
  や、２万円未満の物品が備品台帳一覧表に登録されているというものです。事務の所管課として、備品の管理及び各種手続きについて更なる周知に努めてください。

　一般管理費の支出は、職員給与費の職員手当等２７５，９５３円である。
　財産管理費の主な支出は、本庁舎管理事業の光熱水費１０，３６４，０００円、管理業務委託料３９，２１７，０００円、本庁舎仮設会議室棟借上料５，０９５，０００円及び

258,272,000 286,982,000 80,942,985 206,039,015 28.2

0 28,710,000 0 28,710,000 0.0【 繰 越 明 許 費 分 】

合 計

市有財産維持管理事業

4,767,000 4,767,000 0 4,767,000 0.0

81,000 81,000 0 81,000 0.0
本庁舎増築棟整備事業

公 用 車 管 理 事 業
13,597,000 13,597,000 6,026,258 7,570,742 44.3

事 務 用 品 購 入 事 業
13,533,000 15,326,000 1,226,253 14,099,747 8.0

市有財産維持管理事業

0.0

196,746,000 194,953,000 62,688,365 132,264,635 32.2

3,000 3,000 0 3,000
財 産 管 理 費 本 庁 舎 管 理 事 業

款 項 目
一 般 管 理 費 職 員 給 与 費

事 業 名
総 務 管 理 費

1,482,000 1,482,000

（Ａ）

事務用品購入事業の消耗品費５，６０６，１６８円であり、支出済額の７４．７％を占めている。

38.228,063,000

1,206,047
総 務 費

低 公 害 車 購 入 事 業

18.6

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

当 初 予 算 額
執 行 率

（B）/（Ａ）×100
科 目

17,336,844

275,953
一 般 管 理 業 務 経 費

（Ｂ）

28,063,000 10,726,156



(3) 人権推進課

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。
　人権推進係においては、人権施策の推進に関する事務、人権啓発及び人権相談に関する事務等を行っている。
　男女共同参画係においては、男女共同参画の啓発及び推進に関する事務、男女共同参画に係る相談に関する事務、女性保護に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額は、総務管理費貸付金元利収入の住宅資金貸付金の元金収入６１８，７６５円及び利子収入２１，２３５円である。

県 支 出 金 委 託 金 総務費委託金 総 務 管 理 費 委 託 金
目

1

1

0

3

0

3

0

1

1

1

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

1

0

1

1

（Ｂ）節

元 利 収 入 元 利 収 入 元 利 収 入 1,190,000

項

合 計

款 （Ａ）

153,000 134,000
貸 付 金諸 収 入 総務費貸付金 総 務 管 理 費 貸 付 金

53.8

47.7

101,344,362

100,838,362640,000101,478,3621,343,000

　歳入予算現額１，３４３，０００円に対し、収入済額６４０，０００円で収入率は４７．７％である。

（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

640,000

（Ｃ）

0 134,000 0.0

100,704,362

合 計

7

7

0

収 入 率収 入 済 額 収 入 未 済 額調 定 額

男女共同参画係
係 名

人権推進係

(1)

予 算 現 額科 目

(1)

　　　　　　　職　名
　区　分

課 長 補 佐参事兼課長 主 幹

9
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　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額８，３５３，０００円に対し、支出済額１，６０８，７２３円で、１９．３％の執行率である。
　一般管理費の支出は、職員給与費の職員手当等２８２，５５４円である。
　人権推進費の主な支出は、人権擁護事業の久喜人権擁護委員協議会負担金５８６，９００円、人権啓発推進事業の消耗品費２２５，０６０円であり、支出済額の７３．７％
を占めている。
　男女共同参画費の主な支出は、男女共同参画審議会運営事業の男女共同参画審議会委員報酬９０，０００円、男女共同参画啓発事業の講師謝礼５０，０００円及び
消耗品費４８，７６２円であり、支出済額の８４．２％を占めている。

合 計
8,353,000 8,353,000 1,608,723 6,744,277 19.3

28,000 28,000 0 28,000 0.0
女 性 議 会 開 催 事 業

629,000 629,000 0 629,000 0.0
女性の悩み相談事業

399,000 399,000 134,153 264,847 33.6
男女共同参画啓発事業

参 画 費 運 営 事 業 120,000 120,000 90,000 30,000 75.0
男 女 共 同 男女共同参画審議会

推 進 事 業 251,000 251,000 67,390 183,610 26.8
人間尊重・平和都市宣言

2,850,000 2,850,000 132,830 2,717,170 4.7
人 権 尊 重 事 業

598,000 598,000 242,060 355,940 40.5
人 権 啓 発 推 進 事 業

897,000 897,000 658,900 238,100 73.5

4,000 4,000 836 3,164 20.9
人 権 推 進 費 人 権 推 進 業 務 経 費

人 権 擁 護 事 業

2,577,000 282,5542,577,000 11.0

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

2,294,446

（Ｂ）目
一 般 管 理 費 職 員 給 与 費

科 目
当 初 予 算 額

（Ａ）款 項
総 務 管 理 費総 務 費

事 業 名



・ しょうぶ会館

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し１人減である。
　主な所掌事務は、隣保館の運営管理に関する事務、児童館の運営管理に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

8,440,000 204,610 204,610 0 2.4

県 補 助 金

科 目

前 年 度 0 2 1

県 支 出 金 県 補 助 金 民 生 費 社 会 福 祉 費 補 助 金

予 算 現 額

雑 入

合 計

諸 収 入 雑 入 雑 入
110 110 0 1.1

　歳入予算現額８，４４０，０００円に対し、収入済額２０４，６１０円で収入率は２．４％である。
　収入済額は、社会福祉使用料のしょうぶ会館使用料２０４，５００円、雑入のコピー代１１０円である。

0 0 0.0

10,000

7,230,000 0

手 数 料 1,200,000 204,500 204,500 0 17.0

（Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100
使 用 料 及 び 使 用 料 民 生 使 用 料 社 会 福 祉 使 用 料

款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ）
調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

比 較 増 減 1 0 0 △ 1△ 1△ 1

5

本 年 度 1 2 1 4

　　　　　　　職　名
　区　分

主 幹 兼 館 長 主 任 合 計参 事 兼 館 長

1

担 当 主 査
会 計 年 度
任 用 職 員

00

1

11
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　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額１９，３４４，０００円に対し、支出済額３，８７１，７３２円で、２０．０％の執行率である。

20.0

　社会福祉総務費の支出は、職員給与費の職員手当等７６，７４８円である。
　しょうぶ会館費の主な支出は、しょうぶ会館管理事業の修繕料１，５２９，０００円を含む需用費２，２２４，８２０円、清掃業務委託料３９６，０２４円を含む委託料
１，０３３，１６１円であり、支出済額の８５．８％を占めている。

12,352,174 21.9

合 計
19,344,000 19,344,000

15,823,000 15,823,000 3,470,826

3,871,732 15,472,268

し ょ う ぶ 会 館 管 理 事 業
1,587,000

し ょ う ぶ 会 館 事 業
1,587,000 306,158 1,280,842 19.3

しょうぶ会館費 し ょ う ぶ 会 館 運 営
委 員 会 事 業 5.0

4.9総 務 費

（Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

1,574,000 1,574,000

事 業 名 （Ａ）
民 生 費 社 会 福 祉 費 社 会 福 祉 職 員 給 与 費

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額

360,000 18,000 342,000

76,748 1,497,252

360,000

予 算 残 額 執 行 率
款 項 目

支 出 済 額



(4) 市民生活課

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

　 注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。
　自治振興係においては、自治基本条例に関する事務、自治行政運営に関する事務、国際交流及び国内交流に関する事務等を行っている。
　市民活動推進係においては、市民活動の推進に関する事務、コミュニティ施策の推進に関する事務等を行っている。
　市民生活・防犯係においては、各文化会館の指定管理者との連絡調整及び当該施設に係る業務に関する事務、消費生活センターに関する事務、防犯対策に関する
事務等を行っている。
　各コミュニティセンターにおいては、コミュニティセンターの管理運営に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

3

3 2 (1) 3

18 35

(1)

(1)

18 35

0

0 0 0

0 0

（Ｂ）-（Ｃ）

47.8

2

2

0

収 入 率
（Ｃ）/（Ａ）×100

(1) (1)

(1) (1)

0

(1)

(1)2 2

（Ｃ）
収 入 済 額予 算 現 額

（Ａ）
科 目

0 0 0 0.0

094,200

2,605,164 0

94,200197,000

48.2
手 数 料 総 務 手 数 料 総 務 管 理 手 数 料

2,605,164

（Ｂ）節

手 数 料

110,000 0 0 0 0.0

1,655,000
国 庫 支 出 金 国 庫 補 助 金 総 務 費 総 務 管 理 費 補 助 金

国 庫 補 助 金
県 支 出 金 県 補 助 金 総 務 費 総 務 管 理 費 補 助 金

県 補 助 金

本 年 度 2 2

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減

課 長 補 佐

項款

1

使 用 料使 用 料 及 び 総 務 使 用 料 総 務 管 理 使 用 料

　　　　　　　職　名
　区　分

清 久 コ ミ ュ ニ
テ ィ セ ン タ ー

久喜東コミュニ
テ ィ セ ン タ ー

比 較 増 減

前 年 度

3 2

課 長

0

目

2

2

0

1

係 名

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

自 治 振 興 係 市民活動推進係 市 民 生 活 ・ 防 犯 係

5,409,000

収 入 未 済 額調 定 額

(1)

久喜中央コミュニ
テ ィ セ ン タ ー

13
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(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

10 周 年 記 念 事 業 1,437,000 1,437,000 69,300 1,367,700 4.8
姉 妹 都 市 提 携

集 会 所 維 持 管 理 事 業
98,451,000 98,451,000 29,326,640 69,124,360 29.8

財 産 管 理 費

49,303,000 49,303,000 19,032,960 30,270,040 38.6
自 治 行 政 区 運 営 事 業

75,000 75,000 0 75,000 0.0
自治基本条例推進事業

18,000 18,000 8,448 9,552 46.9
自 治 振 興 費 自 治 振 興 業 務 経 費

93,295,000 93,295,000 72,900,000 20,395,000 78.1
文 化 会 館 改 修 事 業

216,843,000 216,843,000 108,696,423 108,146,577 50.1
文 化 会 館 費 文 化 会 館 事 業

1,264,000 1,264,000 1,222,000 42,000 96.7
中学生派遣・受入事業

交 流 費 723,000 723,000 296,900 426,100 41.1
国 際 ・ 国 内 外 国 籍 市 民 支 援 事 業

8,000 8,000 1,358 6,642 17.0
一 般 管 理 業 務 経 費

3,010,000 3,010,000 1,583,445 1,426,555 52.6
総 務 費 総 務 管 理 費 一 般 管 理 費 職 員 給 与 費

32,7322,993,4103,026,14213,627,000

収 入 未 済 額 収 入 率
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

雑 入

22.0

　収入済額の主なものは、総務管理使用料のコミュニティ施設使用料２，５４５，９００円であり、収入済額の８５．１％を占めている。

5,953,000 325,771 293,039 32,732 4.9

　歳入予算現額１３，６２７，０００円に対し、収入済額２，９９３，４１０円で収入率は２２．０％である。

合 計

諸 収 入 雑 入 雑 入

3,000 1,007 1,007 0 33.6

0 0 0.0

0 0

100,000 0

基 金 繰 入 金 繰 入 金
繰 入 金 基 金 繰 入 金 市民活動推進 市 民 活 動 推 進 基 金

200,000 0 0.0

配 当 金
寄 附 金 特 定 寄 附 金 特 定 寄 附 金寄 附 金

財 産 収 入 財産運用収入 利 子 及 び 利 子 及 び 配 当 金
款 項 目 節

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額



(単位：円・％)

　歳出予算現額６６３，４７９，０００円に対し、支出済額３３１，３４１，４４１円で４９．９％の執行率である。

であり、支出済額の７８．８％を占めている。

　一般管理費の支出は、職員給与費の職員手当等１，５８３，４４５円及び一般管理業務経費の旅費１，３５８円である。

　文化会館費の主な支出は、文化会館事業の管理業務委託料１０１，９２７，０００円及び文化会館改修事業の久喜総合文化会館大ホール天井落下防止対策工事

　自治振興費の主な支出は、自治行政区運営事業の補助金（市単独）１８，５９６，７００円、コミュニティ施設管理事業の管理業務委託料６，５３２，０００円を含む委託料
１２，９２１，７７０円、久喜中央コミュニティセンター外壁改修工事（前金払）１６，２４０，０００円を含む改修工事３１，３１３，０００円及びコミュニティ施設管理事業【繰越明許

　諸費の主な支出は、防犯灯管理事業の光熱水費４，５９８，３８７円、使用料及び賃借料８，５５０，０００円、防犯体制充実事業の負担金２，７７０，０００円であり、支出
済額の９１．１％を占めている。
　市民活動推進基金費の支出は、市民活動推進基金積立事業の市民活動推進基金積立金（利子）１，００７円である。

　財産管理費の主な支出は、集会所維持管理事業の改修工事２５，２９０，０００円であり、支出済額の８６．２％を占めている。
　国際・国内交流費の主な支出は、外国籍市民支援事業の多言語通訳タブレット端末使用料２５１，９００円及び中学生派遣・受入事業の補助金（市単独）１，０００，０００円

６６，５５０，０００円を含む改修工事６９，１６０，０００円であり、支出済額の９４．２％を占めている。

費分】の久喜東コミュニティセンター外壁改修工事１３，６９１，０００円を含む改修工事１５，５６１，０００円であり、支出済額の７８．６％を占めている。

合 計
648,330,000 663,479,000 331,341,441 332,137,559 49.9

1,000 1,000 0 1,000 0.0

コミュニティ施設管理事業
【 繰 越 明 許 費 分 】 0 16,031,000 16,031,000 0 100.0

607,000 607,000 362,323 244,677 59.7
消 費 生 活 事 業

諸 費

事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100
総 務 費 総 務 管 理 費 自 治 振 興 費

犯罪被害者等支援事業

基 金 費 積 立 事 業 181,000 183,000 1,007 181,993 0.6
諸 支 出 金 基 金 費 市民活動推進 市 民 活 動 推 進 基 金

3,158,000 3,158,000 2,940,349 217,651 93.1
防 犯 体 制 充 実 事 業

33,674,000 33,674,000 13,344,187 20,329,813 39.6
防 犯 灯 管 理 事 業

2,028,000 2,028,000 834,900 1,193,100 41.2
法 律 相 談 事 業

120,914,000 120,030,000 52,054,201 67,975,799 43.4
コミュニティ施設管理事業

15,000,000 15,000,000 5,884,000 9,116,000 39.2
コ ミ ュ ニ テ ィ 助 成 事 業
運 営 事 業 1,460,000 1,460,000 1,460,000 0 100.0
コ ミ ュ ニ テ ィ 協 議 会

6,640,000 6,640,000 5,292,000 1,348,000 79.7
市 民 活 動 推 進 事 業

240,000 240,000 0 240,000 0.0
区 長 会 運 営 事 業

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目
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ウ　改善・要望事項
・「物品（備品）の管理及び各種手続きについて（通知）」（令和７年５月１６日付け久管第１８９号）において管財課長から通知があったとおり、財務会計システムにて登録
  処理を行う物品（備品）は、比較的長期間（おおむね３年以上）その性質または形状を変えることのない物品で、１品の取得価格が２万円以上のものとされているところ
  ですが、貴課から提出された備品台帳一覧表には、２万円未満の物品が登録されていました。備品登録の事務手続きについて、確認してください。



(5) 農業振興課

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し２人減である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

ている。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

8,378,000譲 与 税 譲 与 税
森 林 環 境 譲 与 税

分 担 金 及 び

15

17

△ 2

(1)

予 算 現 額

　農業振興係においては、農業の担い手の育成に関する事務、農業振興地域整備計画に関する事務、農業災害に関する事務、しみん農園に関する事務等を行っている。
　農村整備係においては、土地改良事業に関する事務、農業用施設の新設、改修及び維持管理に関する事務、コスモスふれあいロードの維持管理に関する事務等を行っ

款 （Ａ）
地 方 譲 与 税 森 林 環 境

受託事業収入 農林水産業費 農 業 費 受 託 事 業 収 入

0 48.717,218,000

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

8,378,000

（Ｃ）項

県 支 出 金 県 補 助 金 農林水産業費 農 業 費 補 助 金

財 産 収 入 財産運用収入

財産売払収入 物品売払収入

前 年 度

比 較 増 減 1

課 長 補 佐参 事 兼 課 長 課 長

1

△ 1

1

1

0

01

収 入 未 済 額調 定 額

森 林 環 境

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

分 担 金 農林水産業費 農 業 費 分 担 金

科 目
目

4

（Ｂ）節

3

3

0

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

係 名
農 業 振 興 係

△ 1

3

△ 1

(1)0 7

8

農 村 整 備 係

負 担 金 分 担 金 8,309,000 0 0 0 0.0

手 数 料 使 用 料 3,906,000 2,004,868 1,966,368 38,500 50.3
農 林 水 産 業 農 業 使 用 料使 用 料 及 び 使 用 料

手 数 料 50,000 6,900 6,900 0 13.8
手 数 料 農 林 水 産 業 農 業 手 数 料

県 補 助 金 38,757,000 2,417,000 2,417,000 0 6.2

配 当 金 106,000 58,432 58,432 0 55.1
利 子 及 び 利 子 及 び 配 当 金

基 金 繰 入 金 63,528,000 0 0 0 0.0
木材利用推進 木材利用推進基金繰入金繰 入 金 基 金 繰 入 金

受託事業収入 9,028,000 9,147,600 0 9,147,600 0.0
諸 収 入

物 品 売 払 収 入
0 202,656 202,656 0 -

17
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(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、森林環境譲与税８，３７８，０００円及び農業費補助金の経営所得安定対策推進事業費補助金２，４１７，０００円であり、収入済額の８２．８％を
占めている。

　「歳　出」
(単位：円・％)

9.1

　歳入予算現額１４２，４７４，０００円に対し、収入済額１３，０３１，３９１円で収入率は９．１％である。

37.6

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

農林水産業費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

雑 入

8,089,000 1,000,116 7,088,884

142,474,000

諸 収 入 雑 入 雑 入

12.48,089,000

育 成 事 業

1,508,478

22,217,491

当 初 予 算 額

9,186,100

2,417,000 2,417,000 908,522
農 業 業 務 経 費

合 計

農 業 振 興 費 農 業 振 興 業 務 経 費

款 項 目
農 業 総 務 費 職 員 給 与 費

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
農 業 費

13,031,391

1,572,000 2,035 2,035 0 0.1

12,000 12,000 2,508 9,492 20.9

1,722,000 1,722,000 1,338,116 383,884 77.7

6,152,000 6,152,000 0 6,152,000 0.0
生 産 調 整 推 進 事 業

推 進 事 業 534,000 534,000 0 534,000 0.0
環 境 保 全 型 農 業

農業経営安定推進事業

新 規 就 農 ・ 担 い 手

経 営 所 得 安 定 対 策
2,700,000 2,700,000 2,417,000 283,000 89.5推 進 事 業

2,000,000 2,000,000 0 2,000,000 0.0

人 ・ 農 地 問 題 解 決
推 進 事 業 15,692,000 15,791,000 99,000 15,692,000 0.6

農業用用排水管理事業

農 業 用 施 設 補 修 事 業
8,902,000 8,773,000 1,030,931 7,742,069 11.8

農 地 費 農 地 業 務 経 費

3,600,000 3,600,000 904,525 2,695,475 25.1

403,000 532,000 500,400 31,600 94.1

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

総 合 対 策 事 業 6,750,000 6,750,000 0 6,750,000 0.0
新 規 就 農 者 育 成

農業振興拠点（道の駅）
整 備 事 業 7,920,000 7,674,000 0 7,674,000 0.0



(単位：円・％)

　歳出予算現額１８８，２８６，０００円に対し、支出済額５１，２５９，８６０円で、２７．２％の執行率である。

　観光費の主な支出は、コスモスふれあいロード維持管理事業【繰越明許費分】の備品購入費２，９０２，６６９円及びあやめ・ラベンダー植栽維持管理事業の除草業務委

負 担 金 事 業 47,669,000 47,669,000 25,214,653 22,454,347

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額

金２，４１７，０００円であり、支出済額の７３．７％を占めている。
　農地費の主な支出は、土地改良施設負担金事業の交付金１７，６３４，１５３円を含む負担金、補助及び交付金２５，２１４，６５３円であり、支出済額の８０．５％を占めて
いる。
　農業施設費の主な支出は、しみん農園管理事業の光熱水費６６４，３８１円を含む需用費１，４００，０８３円、管理業務委託料３，８０２，６５２円を含む委託料
４，４５６，４４４円であり、支出済額の７７．４％を占めている。

52.9
農林水産業費 農 業 費 農 地 費 土 地 改 良 施 設

支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

土地改良施設維持管理
適 正 化 事 業 18,923,000 18,923,000 3,682,620 15,240,380 19.5

農 業 施 設 費 農村センター管理事業
2,068,000 2,107,000 759,198 1,347,802 36.0

し み ん 農 園 管 理 事 業
20,553,000 20,658,000 6,338,057 14,319,943 30.7

花 と 香 り の ふ れ あ い
セ ン タ ー 管 理 事 業 1,554,000 1,557,000 466,149 1,090,851 29.9

商 工 費 商 工 費 観 光 費 コスモスふれあいロード
維 持 管 理 事 業 2,623,000 2,623,000 1,180,277 1,442,723 45.0

コスモスふれあいロード
維 持 管 理 事 業

諸 支 出 金 基 金 費 木材利用推進 木 材 利 用 推 進 基 金

託料２，２２３，３４０円であり、支出済額の７８．４％を占めている。
　木材利用推進基金費の支出は、木材利用推進基金積立事業の積立金５８，４３２円である。

基 金 費 積 立 事 業 17,308,000 17,324,000 58,432 17,265,568 0.3

　農業総務費の支出は、職員給与費の職員手当等９０８，５２２円及び農業業務経費の普通旅費２，５０８円である。

184,376,000 188,286,000 51,259,860 137,026,140 27.2
合 計

　農業振興費の主な支出は、農業振興業務経費の埼玉県農業共済組合負担金１，１６０，０００円及び経営所得安定対策推進事業の経営所得安定対策推進事業費補助　　　　

あやめ・ラベンダー植栽
維 持 管 理 事 業 6,785,000 6,785,000 2,456,687 4,328,313 36.2

【 繰 越 明 許 費 分 】 0 3,894,000 2,902,669 991,331 74.5
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(6) 商工観光課

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し１人減である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。
　商工労働係においては、商工業の振興に関する事務、商店街の活性化に関する事務、労働者の福祉に関する事務等を行っている。
　観光係においては、観光事業の企画及び実施に関する事務、祭り・イベント等の支援に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、商工使用料の市営駐車場使用料５，０１４，６００円であり、収入済額の８７．３％を占めている。

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

課 長 課 長 補 佐

1

0

11

1 13

14

収 入 未 済 額 収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

4

3

1 △ 1△ 1

手 数 料 1,135,000 831,734 726,888 104,846 64.0
使 用 料 及 び 使 用 料 労 働 使 用 料 労 働 諸 費 使 用 料

33.3

　歳入予算現額１７，２６２，０００円に対し、収入済額５，７４２，７８８円で収入率は３３．３％である。

合 計
17,262,000 5,847,634 5,742,788 104,846

観 光 係

5

6

△ 1

係 名
商 工 労 働 係

(1)

(1) 3

2

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

12,105,000 5,015,900 5,015,900 0 41.4
商 工 使 用 料 商 工 使 用 料

諸 収 入 貸 付 金 労働費貸付金 労 働 諸 費 貸 付 金

商工費貸付金 商工費貸付金元利収入
元 利 収 入 元 利 収 入 元 利 収 入 3,000,000 0 0 0 0.0

雑 入 雑 入 雑 入
元 利 収 入 1,001,000 0 0 0 0.0

21,000 0 0 0 0.0



　「歳　出」
(単位：円・％)

民 生 費 社 会 福 祉 費 社 会 福 祉 勤 労 者 団 体 補 助 事 業
498,000 478,500 19,500 96.1

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

総 務 費 498,000

4,436,000 4,436,000 2,404,099 2,031,901 54.2
商 工 業 務 経 費

商 工 会 補 助 事 業

97,000 97,000 45,384 51,616 46.8

1,001,000 1,001,000 0 1,001,000 0.0
商工業振興費 商 工 融 資 事 業

67,651,000 67,651,000 33,826,000 33,825,000 50.0
商店街活性化補助事業

12,507,000 12,507,000 0 12,507,000 0.0
市 営 駐 車 場 管 理 事 業

3,140,000 3,140,000 962,568 2,177,432 30.7
産 業 交 流 事 業

339,000 339,000 226,362 112,638 66.8
創 業 支 援 補 助 事 業

2,000,000 2,000,000 0 2,000,000 0.0
中小企業・小規模企業

企 業 等 誘 致 事 業

くきストリートフェスティバル

高齢者福祉費 シ ル バ ー 人 材 セ ン ター

労 働 費 労 働 諸 費 労 働 諸 費 労 働 業 務 経 費
補 助 事 業 13,419,000 13,419,000 13,346,000 73,000 99.5

雇 用 対 策 事 業
187,000 187,000 160,000 27,000 85.6

276,000 276,000 93,168 182,832 33.8
勤 労 者 住 宅 資 金

勤 労 施 設 費 勤 労 福 祉 セ ン タ ー
貸 付 事 業 3,000,000 3,000,000 3,000,000 0 100.0

労 働 会 館 管 理 事 業
管 理 事 業 2,511,000 2,511,000 1,271,199 1,239,801 50.6

8,392,000 8,392,000 2,764,240 5,627,760 32.9
商 工 費 商 工 費 商 工 総 務 費 職 員 給 与 費

振 興 会 議 運 営 事 業 180,000 180,000 0 180,000 0.0

10,000,000 10,000,000 0 10,000,000 0.0

支 援 事 業 4,665,000 4,665,000 4,600,000 65,000 98.6
プ レ ミ ア ム 付 デ ジ タ ル

商 品 券 発 行 事 業 0 42,504,000 30,054,464 12,449,536 70.7
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(単位：円・％)

　歳出予算現額２１２，７７３，０００円に対し、支出済額１２８，５３５，９１１円で、６０．４％の執行率である。
　社会福祉総務費の支出は、勤労者団体補助事業の補助金（市単独）４７８，５００円である。
　高齢者福祉費の支出は、シルバー人材センター補助事業の補助金（市単独）１３，３４６，０００円である。
　労働諸費の主な支出は、勤労者住宅資金貸付事業の貸付金３，０００，０００円であり、支出済額の９２．２％を占めている。

合 計
170,269,000 212,773,000 128,535,911 84,237,089 60.4

商 工 費 商 工 費 観 光 費 観 光 業 務 経 費
241,000 241,000 92,831 148,169 38.5

観 光 協 会 補 助 事 業
33,713,000 33,713,000 33,713,000 0 100.0

日 光 街 道 埼 玉 六 宿

1,764,000

0.0連 携 事 業 252,000 252,000 0 252,000

支 出 済 額 予 算 残 額

　勤労施設費の主な支出は、勤労福祉センター管理事業のアスベスト含有建材調査業務委託料４９５，０００円を含む委託料１，０４６，３６２円、労働会館管理事業の光熱

（B）/（Ａ）×100
執 行 率科 目

当 初 予 算 額
予 算 現 額

水費８１７，９５５円及び休日夜間管理業務委託料１，２８３，２１７円であり、支出済額の７８．０％を占めている。
　商工総務費の主な支出は、職員給与費の職員手当等２，４０４，０９９円であり、支出済額の９８．１％を占めている。
　商工業振興費の主な支出は、商工会補助事業の補助金（市単独）３３，８２６，０００円及びプレミアム付デジタル商品券発行事業の業務委託料２９，９４７，０００円であり、
支出済額の９１．５％を占めている。
　観光費の主な支出は、観光協会補助事業の補助金（市単独）３３，７１３，０００円であり、支出済額の９５．５％を占めている。

款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

1,764,000 1,498,096 265,904 84.9
花 資 源 活 用 推 進 事 業



(7) 生活支援課

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。
　管理係においては、生活保護法の庶務・経理・統計に関する事務等を行っている。
　生活保護第１係、生活保護第２係及び生活保護第３係においては、生活保護法による保護に関する事務、行旅病人及び行旅死亡人に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、生活保護費負担金の生活扶助費等負担金６４２，０１４，１０７円及び医療扶助費等負担金６６５，６０７，１１７円であり、収入済額の９３．７％を

課 長

0

1

△ 1

係 名

8

8

0

28

28

0

1

管 理 係

4

4

0

生活保護第１係 生活保護第２係 生活保護第３係

6 6

合 計

7

2

2

0

5

1 △ 1

(1)

収 入 未 済 額 収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

0

1

　歳入予算現額２，４２２，６９５，０００円に対し、収入済額１，３９５，７９２，１７６円で収入率は５７．６％である。

占めている。

国 庫 負 担 金 21,787,000 0 0 0 0.0

合 計
2,422,695,000 2,181,242,020 1,395,792,176 785,449,844 57.6

会 計 年 度
任 用 職 員

国 庫 補 助 金 民 生 費 社 会 福 祉 費 補 助 金

国 庫 支 出 金 国 庫 負 担 金 民 生 費 社 会 福 祉 費 負 担 金

(1)

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

参 事 兼 課 長 課 長 補 佐

1

1

2,332,238,000 1,943,532,153 1,360,472,505 583,059,648 58.3
生 活 保 護 費 負 担 金

県 支 出 金 県 負 担 金 民 生 費 生 活 保 護 費 負 担 金
国 庫 補 助 金 10,804,000 0 0 0 0.0

諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入
県 負 担 金 51,865,000 0 0 0 0.0

6,001,000 237,709,867 35,319,671 202,390,196 588.6

23
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　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額３，１８９，９０８，０００円に対し、支出済額１，４１１，３２１，９５０円で、４４．２％の執行率である。

14,000 0 14,000 0.0
民 生 費 社 会 福 祉 費 社 会 福 祉

総 務 費
社 会 福 祉 業 務 経 費

生 活 困 窮 の 子 ど も に

生活困窮者自立支援事業

25,512,000

対 す る 学 習 支 援 事 業 7,573,000 7,573,000 3,786,200 3,786,800 50.0

25,512,000 22,603,753 2,908,247 88.6

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

14,000

　社会福祉総務費の主な支出は、生活困窮者自立支援事業の自立相談支援事業業務委託料２２，４９２，７５３円であり、支出済額の８１．２％を占めている。

　扶助費の支出は、生活保護事業の扶助費１，３６９，８６６，９０８円である。

合 計
3,189,908,000 3,189,908,000 1,411,321,950 1,778,586,050 44.2

　生活保護総務費の主な支出は、職員給与費の職員手当等５，１２２，４６７円及び生活保護業務経費の電算業務委託料２，４９４，４８５円を含む委託料５，４４６，６９５円
であり、支出済額の７６．８％を占めている。

家 計 改 善 支 援 事 業
1,301,000 1,301,000 1,299,699 1,301 99.9

生 活 保 護 費 生 活 保 護 職 員 給 与 費

生 活 保 護 業 務 経 費
総 務 費 8,212,000 8,212,000 5,122,467 3,089,533 62.4

扶 助 費 生 活 保 護 事 業
37,644,000 37,644,000 8,642,923 29,001,077 23.0

3,109,652,000 3,109,652,000 1,369,866,908 1,739,785,092 44.1



(8) 高齢者福祉課

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。
　高齢者福祉係においては、高齢者福祉施策に関する事務、在宅高齢者の生活支援事業に関する事務等を行っている。
　地域包括支援係においては、介護予防ケアマネジメントに関する事務、総合相談支援及び権利擁護に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況【一般会計】
　「歳　入」

(単位：円・％)

26.1

(1)

節

社 会 福 祉 費 補 助 金

目
負 担 金分 担 金 及 び

負 担 金

00国 庫 補 助 金

県 補 助 金 0 0 0

国 庫 支 出 金
0.0

1,499,88031,027,05332,526,933118,685,000

県 支 出 金 県 補 助 金 民 生 費 社 会 福 祉 費 補 助 金
0120,000

民 生 費

国 庫 補 助 金 民 生 費
39.2

（Ａ）
調 定 額

社 会 福 祉 費 負 担 金

収 入 未 済 額
（Ｂ）-（Ｃ）款

収 入 率
（Ｃ）/（Ａ）×100

収 入 済 額予 算 現 額科 目

負 担 金 11,779,000

項

159,2004,619,833

579,000 0.0

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 1

課 長

1

0

課 長 補 佐

2

11

4,779,033

（Ｂ）

6

（Ｃ）

44

0

会 計 年 度
任 用 職 員

29

29

0

地域包括支援係高齢者福祉係

6

0

7

△ 1

係 名

(1)

(1)

6

受託事業収入 受 託 事 業 収 入 102,343,000 25,102,373 24,402,093 700,280 23.8
諸 収 入 受託事業収入 民 生 費 社 会 福 祉 費

　収入済額の主なものは、社会福祉費受託事業収入の偕楽荘受託事業収入（事務費）１７，４４７，３１６円及び偕楽荘受託事業収入（生活費）６，９５４，７７７円であり、
収入済額の７８．６％を占めている。

　歳入予算現額１１８，６８５，０００円に対し、収入済額３１，０２７，０５３円で収入率は２６．１％である。

合 計

合 計

44

3,864,000 2,645,527 2,005,127 640,400 51.9
雑 入雑 入 雑 入

25
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　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額３４７，３７３，０００円に対し、支出済額１２３，９６７，２００円で、３５．７％の執行率である。

（ねんりんピック）推進事業 1,141,000 1,141,000 925,000 216,000 81.1
全 国 健 康 福 祉 祭

6,467,000 6,467,000 2,176,090 4,290,910 33.6
家族介護用品支給事業

37,000 37,000 31,102 5,898 84.1
高 齢 者 健 康 増 進 事 業

　高齢者福祉費の主な支出は、老人ホーム入所者措置事業の老人ホーム入所者措置業務委託料２２，７７７，５２７円、いきいきデイサービス事業のいきいきデイサービス

款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）
予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額科 目

当 初 予 算 額

民 生 費 社 会 福 祉 費 社 会 福 祉 職 員 給 与 費
総 務 費 6,407,000 6,407,000 1,173,784 5,233,216 18.3

高 齢 者 日 常 生 活 用 具

63,000 63,000 9,210 53,790

411,000 411,000 105,000 306,000 25.5

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

購 入 費 助 成 事 業
訪問理容サービス事業

41,000 41,000 0 41,000 0.0

14.6

合 計
347,248,000 347,373,000 123,967,200 223,405,800 35.7

　社会福祉総務費の支出は、職員給与費の職員手当等１，１７３，７８４円である。

社 会 福 祉 職 員 給 与 費
施 設 費 23,000 23,000 0 23,000 0.0
高齢者福祉費 高 齢 者 福 祉 業 務 経 費

老 人 ホ ー ム 入 所 者
措 置 事 業 72,554,000 72,569,000 22,822,527 49,746,473 31.4
いきいきデイサービス事業

33,222,000 33,222,000 16,453,250 16,768,750 49.5
寝 具 乾 燥 消 毒 等 事 業

763,000 656,000 148,500 507,500 22.6

徘徊高齢者・ 障が い 者
探 索 シ ス テ ム 事 業 674,000 674,000 92,532 581,468 13.7
県社協「あんしんサポート

ね っ と 」 利 用 助 成 事 業 172,000 172,000 48,400 123,600 28.1
高 齢 者 福 祉 セ ン タ ー
委 託 事 業 37,081,000 37,081,000 12,444,300 24,636,700 33.6
偕 楽 荘 管 理 運 営 事 業

179,333,000 179,550,000 63,209,909 116,340,091 35.2

高 齢 者 ふ れ あ い 元 気
サ ロ ン 補 助 事 業 63,000 63,000 63,000 0 100.0
成 年 後 見 推 進 事 業

8,796,000 8,796,000 4,264,596 4,531,404 48.5



ウ　予算執行状況【介護保険特別会計】
　「歳　入」

(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

運営業務委託料１５，９８１，１００円、偕楽荘管理運営事業の偕楽荘管理運営業務委託料６２，９７４，７７３円であり、支出済額の８２．８％を占めている。

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ）

科 目

使 用 料 及 び 手 数 料 総 務 手 数 料 総 務 手 数 料

雑 入
手 数 料 1,000 11,700 11,400 300 1,140.0

1,426,000 212,950 120,964 91,986 8.5

款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）
予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額

総 務 費 総 務 管 理 費 一 般 管 理 費 職 員 給 与 費
1,213,000 1,213,000 261,614 951,386 21.6

一 般 管 理 業 務 経 費
29,000 29,000 1,358 27,642 4.7

地 域 支 援 包 括 的 支 援 地域包括支援 地域包括支援センター
事 業 費 事 業 費 ・ セ ン タ ー 費 業 務 経 費 9,797,000 9,797,000 1,861,355 7,935,645 19.0

任 意 事 業 費 地 域 包 括 支 援 セ ン ター 事業

131,363,000 131,363,000 91,940,000 39,423,000 70.0
任 意 事 業 費 任 意 事 業

56,311,000 56,311,000 17,367,226 38,943,774 30.8
在 宅 医 療 ・ 在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携

推 進 事 業 費 7,254,000 7,254,000 1,772,052 5,481,948 24.4
認 知 症 総 合 認 知 症 総 合 支 援 事 業
支 援 事 業 費 653,000 653,000 36,672 616,328 5.6
生活支援体制 生活支援体制整備事業
整 備 事 業 費 100,000 100,000 0 100,000 0.0
地 域 ケ ア 会 議 地域ケア会議推進事業

介 護 予 防 ・ 生 活 支 援
推 進 事 業 費 222,000 222,000 43,730 178,270 19.7

介 護 予 防 ・ 介護予防・生活

収 入 率
（Ｃ）/（Ａ）×100

諸 収 入 雑 入 雑 入

合 計
1,427,000 224,650 132,364 92,286 9.3

　歳入予算現額１，４２７，０００円に対し、収入済額１３２，３６４円で収入率は９．３％である。
　収入済額は、総務手数料の納付証明等手数料１１，４００円、雑入の成年後見申立費用本人負担金３０，７６０円及び緊急時通報システム利用料９０，２０４円である。

科 目
当 初 予 算 額

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

総 合 事 業 費 事 業 費 257,924,000 257,924,000 110,602,817 147,321,183 42.9

介 護 連 携 推 進 事 業

日常生活支援 支 援 サ ー ビ ス サ ー ビ ス 事 業

27
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(単位：円・％)

　歳出予算現額４７４，９６１，０００円に対し、支出済額２２４，７９３，７８２円で、４７．３％の執行率である。

エ　改善・要望事項
・高齢者日常生活用具購入費助成事業について、火災警報器及び自動消火器については申請件数が少ないことから、助成対象用具の見直しに努めてください。

地 域 支 援
事 業 費

介 護 予 防 ・
日常生活支援

一般介護予防
事 業 費

一 般 介 護 予 防 事 業

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
（B）/（Ａ）×100款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

９０．０％を占めている。

総 合 事 業 費 10,095,000 10,095,000 906,958 9,188,042 9.0

474,961,000 474,961,000 224,793,782 250,167,218 47.3

　主な支出は、地域包括支援センター事業の業務委託料９１，９４０，０００円及び介護予防・生活支援サービス事業の負担金１１０，３６５，１４７円であり、支出済額の

合 計



・ 菖蒲老人福祉センター

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

※(注)と記載されている職員は、彩嘉園と兼務

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し２人増である。
　主な所掌事務は、菖蒲老人福祉センターの管理運営に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

(注) (注) (注) (注)

(注)

主 事

1

0

1

業 務 員

1

0

1

主 任

　歳出予算現額９，７７２，０００円に対し、支出済額２，７８５，７８４円で、２８．５％の執行率である。
　高齢者福祉費の主な支出は、菖蒲老人福祉センター管理事業の光熱水費７７９，１３２円を含む需用費１，３８３，６４２円及び清掃業務委託料６０５，０００円を含む委託

比 較 増 減 0 0

（Ｃ）/（Ａ）×100
使 用 料 及 び 使 用 料 民 生 使 用 料 社 会 福 祉 使 用 料

款 項 目 節

料９１５，４６４円であり、支出済額の８２．５％を占めている。

　　　　　　　職　名
　区　分

所 長
会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

2 6

前 年 度 1 1

本 年 度 1 1

0 2

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

2 4

（Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ）

雑 入 雑 入

（Ａ） （Ｂ）

114,000 38,500 38,500 33.8

155,000

41,000 840
諸 収 入 雑 入

0手 数 料

予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額

　収入済額は、社会福祉使用料の老人福祉センター使用料３８，５００円、雑入のコピー代８１０円及び電話代３０円である。

39,340 39,340 0 25.4

　歳入予算現額１５５，０００円に対し、収入済額３９，３４０円で収入率は２５．４％である。

840 0 2.0

合 計

民 生 費 社 会 福 祉 費 高齢者福祉費 菖蒲老人福祉センター
6,986,216 28.5管 理 事 業 9,715,000 9,772,000 2,785,784

28.5
合 計

9,715,000 9,772,000 2,785,784 6,986,216
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・ 彩嘉園

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

※(注)と記載されている職員は、菖蒲老人福祉センターと兼務

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し２人減である。
　主な所掌事務は、彩嘉園の管理運営に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

合 計

0 4

2 6

△ 2

業 務 員

1

1

(注) (注)

主 事

26,000 11,000 0

彩 嘉 園 管 理 事 業

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額

社 会 福 祉 費 高齢者福祉費

　歳入予算現額１，０００円に対し、収入済額０円で収入率は０％である。

0 0 0.0

合 計

1

彩 嘉 園 運 営 事 業

0

1

科 目 予 算 現 額

0

前 年 度 1 1

調 定 額

1,000

　　　　　　　職　名
　区　分

園 長 主 任

本 年 度 1 1

比 較 増 減

担 当 主 査

△ 2

会 計 年 度
任 用 職 員

0

1

△ 1

(注) (注)

(注)

0 0

支 出 済 額 予 算 残 額

1,000 0

　歳出予算現額１，６７０，０００円に対し、支出済額５３０，５５０円で、３１．８％の執行率である。

執 行 率
款 項 目 事 業 名

530,550 1,139,450 31.8

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100
民 生 費

　高齢者福祉費の主な支出は、彩嘉園管理事業の光熱水費２６０，４２１円を含む需用費２９６，３４６円及び警備業務委託料１１８，８００円を含む委託料１６９，４００円であ
り、支出済額の８７．８％を占めている。

1,128,450 32.0

合 計
1,797,000 1,670,000

1,771,000 1,659,000 530,550

11,000 0.0

収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率
（Ｂ）

0 0 0 0.0

雑 入
款 項 目 （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100（Ａ）

諸 収 入 雑 入 雑 入
節



・ 鷲宮福祉センター

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　主な所掌事務は、鷲宮福祉センターの管理運営に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

自動車運転手
兼 業 務 員

2

2

0

合 計

4

4

0

1,888,702

（Ａ） （Ｂ）

13,258 13,258

（Ｃ）
調 定 額 収 入 済 額

料１０円である。

（Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100
民 生 費 社 会 福 祉 費 高齢者福祉費 鷲 宮 福 祉 セ ン タ ー

　歳出予算現額５，６８４，０００円に対し、支出済額１，８８８，７０２円で、３３．２％の執行率である。

3,795,298 33.2

合 計
5,684,000 5,684,000

　高齢者福祉費の主な支出は、鷲宮福祉センター管理事業の光熱水費８６３，９９２円を含む需用費１，２６４，３３３円及び自動車借上料３１３，５００円を含む使用料及び
賃借料４０６，２８３円であり、支出済額の８８．５％を占めている。

管 理 事 業 5,684,000 5,684,000 1,888,702

3,795,298 33.2

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名

0 12.6

　歳入予算現額１０５，０００円に対し、収入済額１３，２５８円で収入率は１２．６％である。
　収入済額は、社会福祉使用料の行政財産使用料１，１１０円、老人福祉センター使用料４，８００円、雑入の自動販売機電気料６，７６８円、コピー代５７０円及び電話通話

7,348 0 15.6

合 計
105,000

47,000 7,348
諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入
手 数 料 58,000 5,910 5,910 0 10.2
使 用 料 及 び 使 用 料 民 生 使 用 料 社 会 福 祉 使 用 料

収 入 未 済 額 収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ）

比 較 増 減 0 0

科 目 予 算 現 額
（Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

前 年 度 1 1

　　　　　　　職　名
　区　分

所 長 担 当 主 査

本 年 度 1 1
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(9) 国民健康保険課

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し１人増である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。
　国保管理係においては、国民健康保険事業の企画運営に関する事務等を行っている。
　給付係においては、国民健康保険の給付に関する事務、診療報酬請求書の審査に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況【一般会計】
　「歳　入」

(単位：円・％)

7,320,000 0 0 0 0.0

合 計
988,185,000 36,586 36,586 0 0.0

　歳入予算現額９８８，１８５，０００円に対し、収入済額３６，５８６円で収入率は０．０％である。

雑 入 雑 入 雑 入
受託事業収入 収 入 116,432,000 36,586 36,586 0 0.0

諸 収 入 受託事業収入 民 生 費 社 会 福 祉 費 受 託 事 業
特別会計繰入金 特 別 会 計 繰 入 金 1,000 0 0 0 0.0

県 負 担 金 730,322,000 0 0 0 0.0
県 支 出 金

後期高齢者医療 後 期 高 齢 者 医 療
繰 入 金 特別会計繰入金 繰 入 金 1,000 0 0 0 0.0

（Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

繰 入 金 特 別 会 計 国 民 健 康 保 険 国民健康保険特別会計

県 負 担 金 民 生 費 社 会 福 祉 費 負 担 金

係 名
国 保 管 理 係

　保険税係においては、国民健康保険税の賦課に関する事務等を行っている。

国 庫 負 担 金 134,109,000 0 0 0 0.0

収 入 未 済 額 収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ）

1

参 事 兼 課 長 課 長

1

△ 1

3

3

0

01

保 険 税 係給 付 係

0

9

1

派 遣 職 員

0 6

6

課 長 補 佐

2

2

0

(1)

8

(1)

(1) (1)

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

2

2

0

国 庫 支 出 金 国 庫 負 担 金 民 生 費 社 会 福 祉 費 負 担 金

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減

臨 時 的
任 用 職 員

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

32

31

1

　収入済額は、社会福祉費受託事業収入の後期高齢者健康診査受託事業収入３６，５８６円である。

1 8

1 △ 1

2 7

　　　　　　　職　名
　区　分



　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額３，５１２，２１９，０００円に対し、支出済額７４８，３５８，９０４円で、２１．３％の執行率である。

ウ　予算執行状況【国民健康保険特別会計】
　「歳　入」

(単位：円・％)

※収入された国民健康保険税は、年度末に各科目に振り分けるため、上記の記載とした。　　

国 庫 支 出 金 国 庫 補 助 金 災 害 臨 時 災 害 臨 時 特 例 補 助 金
手 数 料 1,000 600 600 0 60.0

保 険 税
後 期 高 齢 者 支 援 金 分
現 年 課 税 分 792,476,000 869,159,877

保 険 税 保 険 税
国 民 健 康

現 年 課 税 分 1,964,141,000 2,156,644,061 1,051,700,100 2,236,481,400 35.2

使 用 料 及 び 手 数 料 総 務 手 数 料 証 明 手 数 料

介 護 納 付 金 分
現 年 課 税 分 234,038,000 262,377,562

国 民 健 康 国 民 健 康 医 療 給 付 費 分 ※ ※ ※
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

　高齢者福祉費の主な支出は、高齢者健康増進事業の後期高齢者健康診査業務委託料１３，４６０，１９０円を含む業務委託料１４，９６０，７１９円、補助金（市単独）

　保険等事業費の支出は、後期高齢者医療広域連合負担金事業の負担金７２１，８２４，０００円である。

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

合 計
3,512,219,000 3,512,219,000 748,358,904 2,763,860,096 21.3

　社会福祉総務費の支出は、職員給与費の職員手当等１９，５９５円である。

７，１７０，７６０円で、支出済額の８３．５％を占めている。

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

149,608,000 149,608,000 26,515,309 123,092,691 17.7

民 生 費 社 会 福 祉 費

高齢者福祉費 高 齢 者 健 康 増 進 事 業

会 計 繰 出 事 業 518,905,000 518,905,000 0 518,905,000 0.0
後 期 高 齢 者 医 療 特 別
連 合 負 担 金 事 業 1,721,819,000 1,721,819,000 721,824,000 999,995,000 41.9
後 期 高 齢 者 医 療 広 域
繰 出 事 業 1,121,516,000 1,121,516,000 0 1,121,516,000 0.0

保険等事業費 国民健康保険特別会計

科 目
当 初 予 算 額

社 会 福 祉 職 員 給 与 費
総 務 費 371,000 371,000 19,595 351,405 5.3

社 会 保 障 ・ 税

整 備 費 等 補 助 金

社会保障・税番号制度
番号制度システム システム整備費等補助金

0 99,000 99,000 0

特 例 補 助 金 1,000 0 0 0 0.0

-
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(単位：円・％)

0 310,974.6
返 納 金 返 納 金

758,000 803,379 803,379 0 106.0

0.0

元 利 収 入 貸付金元利収入 元 利 収 入 1,000 76,000 22,000 54,000 2,200.0

0.0
諸 収 入 延滞金、加算金 加 算 金 加 算 金

職 員 給 与 費 等 繰 入 金
294,493,000 0 0 0

貸 付 金 出 産 費 資 金 出 産 費 資 金 貸 付 金

市 預 金 利 子 市 預 金 利 子 市 預 金 利 子
及 び 過 料 1,000 0 0 0

繰 入 金 繰 入 金 （ 保 険 税 軽 減 分 ） 447,679,000 0 0 0 0.0

（ 保 険 者 支 援 分 ） 258,799,000 0 0 0 0.0
保 険 基 盤 安 定 繰 入 金

繰 入 金 一 般 会 計 一 般 会 計 保 険 基 盤 安 定 繰 入 金
配 当 金 62,000 37,284 37,284 0 60.1

財 産 収 入 財産運用収入 利 子 及 び 利 子 及 び 配 当 金
基 金 交 付 金 基 金 交 付 金 1,000 0 0 0 0.0

県 支 出 金 県 負 担 金 ・ 保険給付費等 保 険 給 付 費 等 交 付 金
14,021,542

財 政 安 定 化 財 政 安 定 化 財政安定化基金交付金
（ 特 別 交 付 金 ） 153,773,000 0 0 0 0.0
保 険 給 付 費 等 交 付 金

補 助 金 交 付 金 （ 普 通 交 付 金 ） 11,045,844,000 5,099,314,425 5,085,292,883 46.0

雑 入 第三者納付金 第 三 者 納 付 金

1,000 7,770 7,770 0 777.0

1,000 3,109,746 3,109,746

基 金 繰 入 金 基 金 繰 入 金 保険給付費等支払基金

1,000 229,898,377 229,898,377 0 22,989,837.7
繰 越 金 繰 越 金 前年度繰越金 前 年 度 繰 越 金

0 0 0.0
その他一般会計繰入金

事 業 繰 入 金 58,280,000 0 0 0 0.0
国 保 財 政 安 定 化 支 援

未就学児均等割保険税

（Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100
科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

款 項 目 節 （Ａ）

0 0 0 0.0

繰 入 金 6,796,000 0 0 0 0.0

繰 入 金 25,000,000 0 0 0 0.0
出 産 育 児 一 時 金

27,844,000 0

産 前 産 後 保 険 税
繰 入 金 2,625,000 0 0 0 0.0

繰 入 金 1,000



(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

1,400,824,000 47.6

支 払 手 数 料 納 付 事 業

高 額 療 養 費 高 額 療 養 費 高 額 療 養 費 支 給 事 業
手 数 料 納 付 事 業 21,224,000 21,224,000 9,724,282 11,499,718 45.8

91,385,000 91,385,000 36,522,571 54,862,429 40.0
審 査 支 払 審 査 支 払 手 数 料

610,000 190,240 68.8

療 養 費

療 養 諸 費保 険 給 付 費

療 養 費 支 給 事 業
9,531,171,000

療 養 給 付 費 療 養 給 付 事 業

趣 旨 普 及 費 趣 旨 普 及 費 趣 旨 普 及 事 業
581,000 581,000 120,967 460,033 20.8

運営協議会費 運営協議会費 運 営 協 議 会 業 務 経 費
169,000 169,000 85,467 83,533 50.6

5,039,000

徴 税 費 賦 課 徴 収 費 賦 課 業 務 経 費
3,084,000 3,084,000 2,056,780 1,027,220 66.7

5,034,000 1,562,126 3,471,874 31.0

連合会負担金 連 合 会 負 担 金 事 業

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

一 般 管 理 業 務 経 費

事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

95,055,000 95,055,000 17,879,626 77,175,374 18.8

27.6

合 計
15,312,618,000 8,621,528,081 6,370,971,139 2,250,556,942 41.6

総 務 費 総 務 管 理 費 一 般 管 理 費 職 員 給 与 費

　歳入予算現額１５，３１２，６１８，０００円に対し、収入済額６，３７０，９７１，１３９円で収入率は４１．６％である。
　収入済額の主なものは、保険給付費等交付金（普通交付金）　５，０８５，２９２，８８３円であり、収入済額の７９．８％を占めている。

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目

科 目 収 入 率
款 項 目

一 時 金 支 給 事 業 37,500,000 37,500,000 11,000,000 26,500,000

16,000 4,410 11,590
支 払 手 数 料 出 産 育 児 一 時 金

16,000

5,150,864,7734,380,306,227 46.09,531,171,000

29.3

666,376,955 734,447,0451,400,824,000

合 算 療 養 費 療 養 費 支 給 事 業 2,351,000 2,351,000 1,566,517
高 額 介 護

419,760

出産育児諸費 出 産 育 児 出 産 育 児 一 時 金

66.6784,483
高 額 介 護 合 算

610,000

節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100
諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入

0.00 100,000100,000 100,000

1,000 0 0 0 0.0

移 送 費 移 送 費 移 送 費 支 給 事 業
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(単位：円・％)

　歳出予算現額１５，２２９，９２１，０００円に対し、支出済額６，８７２，５９２，０４７円で、４５．１％の執行率である。

10,000,000 10,000,000 0 10,000,000 0.0
予 備 費 予 備 費 予 備 費 予 備 費

1,000 1,000 0 1,000 0.0
繰 出 金 一 般 会 計 一 般 会 計 繰 出 事 業
還 付 加 算 金 51,603,000 51,603,000 0 51,603,000 0.0

繰 出 金

諸 支 出 金 償 還 金 及 び 償 還 金 償 還 金 事 業
支払基金積立金 支 払 基 金 積 立 事 業 10,000 62,000 37,284 24,716 60.1

基 金 積 立 金 基 金 積 立 金 保 険 給 付 費 等 保 険 給 付 費 等
1,000 1,000 0 1,000 0.0

12,500,000 12,500,000 2,801,300 9,698,700 22.4
貸 付 金 出 産 費 資 金 貸 付 事 業

が ん 検 診 助 成 事 業
36,600,000 36,600,000 12,466,590 24,133,410 34.1

293,000 293,000 0 293,000 0.0
疾 病 予 防 費 人 間 ド ッ ク 事 業

健 康 ア プ リ 助 成 事 業
普 及 費 3,227,000 3,227,000 276 3,226,724 0.0

保 健 事 業 費 保 健 衛 生 保 健 衛 生 普 及 事 業
25,840,000 25,840,000 2,210,861 23,629,139 8.6

特 定 保 健 指 導 事 業
等 事 業 費 等 事 業 費 128,181,000 128,181,000 16,851,825 111,329,175 13.1

保 健 事 業 費 特定健康診査 特定健康診査 特 定 健 康 診 査 事 業
基 金 拠 出 金 基 金 拠 出 金 基 金 拠 出 金 拠 出 金 事 業 1,000 1,000 0 1,000 0.0

国保事業費納付金事業 286,511,000 286,511,000 125,199,580 161,311,420 43.7
財 政 安 定 化 財 政 安 定 化 財 政 安 定 化 財 政 安 定 化 基 金

支 援 金 等 分 支 援 金 等 分 国 保 事 業 費 納 付 金 事 業 912,451,000 912,451,000 420,708,409 491,742,591 46.1
介護納付金分 介護納付金分 介 護 納 付 金 分

事業費納付金 事 業 費 納 付 金 事 業

後 期 高 齢 者 後 期 高 齢 者 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分

国民健康保険 医療給付費分

　主な支出は、療養給付事業の負担金４，３８０，３０６，２２７円、高額療養費支給事業の負担金６６６，３７６，９５５円、医療給付費分国保事業費納付金事業の負担金
１，１６１，２４０，２３４円であり、支出済額の９０．３％を占めている。

合 計
15,229,874,000 15,229,921,000 6,872,592,047 8,357,328,953 45.1

2,561,045,000 2,561,045,000 1,161,240,234 1,399,804,766 45.3

支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ）

医療給付費分
1,000 1,000 0 1,000 0.0

傷病手当諸費 傷 病 手 当 金 傷 病 手 当 金 支 給 事 業

医 療 給 付 費 分 国 保

12,500,000 12,500,000 3,450,000 9,050,000 27.6
保 険 給 付 費 葬 祭 諸 費 葬 祭 費 葬 祭 費 支 給 事 業

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額
（Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100



エ　予算執行状況【後期高齢者医療特別会計】
　「歳　入」

(単位：円・％)

1,000 0 0 0 0.0
雑 入 雑 入 雑 入

115,000 104,142 104,142 0 90.6
市 預 金 利 子 市 預 金 利 子 市 預 金 利 子

100,000 0 0 0 0.0
還 付 加 算 金 還 付 加 算 金

還 付 加 算 金 5,000,000 2,800,300 2,800,300 0 56.0
償 還 金 及 び 保険料還付金 保 険 料 還 付 金
及 び 過 料 350,000 67,700 67,700 0 19.3

諸 収 入 延滞金、加算金 延 滞 金 延 滞 金
1,000 5,378,083 5,378,083 0 537,808.3

繰 越 金 繰 越 金 繰 越 金 繰 越 金
安 定 繰 入 金 436,679,000 0 0 0 0.0
保 険 基 盤 保 険 基 盤 安 定 繰 入 金

繰 入 金 82,226,000 0 0 0 0.0
繰 入 金 一 般 会 計 事務費繰入金 事 務 費 繰 入 金
手 数 料 1,000 0 0 0 0.0
使 用 料 及 び 手 数 料 総 務 手 数 料 証 明 手 数 料
負 担 金 7,781,000 0 0 0 0.0
分 担 金 及 び 負 担 金 総務費負担金 総 務 管 理 費 負 担 金

　歳入予算現額２，８２７，９６０，０００円に対し、収入済額１，０１７，０７５，６２５円で収入率は３６．０％である。
　収入済額の主なものは、現年度分特別徴収保険料６７０，９０９，５００円及び現年度分普通徴収保険料３３４，７４６，６００円であり、収入済額の９８．９％を占めている。

1,310,158,850 36.0
合 計

2,827,960,000 2,327,234,475 1,017,075,625

保 険 料 保 険 料 910,272,000 915,469,800 334,746,600 580,723,200 36.8

保 険 料 4,840,000 17,911,750 3,069,300 14,842,450 63.4
滞 納 繰 越 分 普 通 徴 収

普 通 徴 収 現 年 度 分 普 通 徴 収
医 療 保 険 料 医 療 保 険 料 保 険 料 保 険 料 1,380,594,000 1,385,502,700 670,909,500 714,593,200 48.6
後 期 高 齢 者 後 期 高 齢 者 特 別 徴 収 現 年 度 分 特 別 徴 収

款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額科 目 収 入 率

37



38

　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額２，７８０，９８３，０００円に対し、支出済額６６０，５５２，８８９円で、２３．８％の執行率である。
　主な支出は、後期高齢者医療広域連合納付金事業の負担金６４４，４７９，４００円であり、支出済額の９７．６％を占めている。

2,000,000 2,000,000 0 2,000,000 0.0
予 備 費 予 備 費 予 備 費 予 備 費

合 計
2,780,983,000 2,780,983,000 660,552,889 2,120,430,111 23.8

繰 出 金 1,000 1,000 0 1,000 0.0
繰 出 金 一 般 会 計 一 般 会 計 繰 出 事 業

100,000 100,000 0 100,000 0.0
還 付 加 算 金 保険料還付加算金事業

還 付 加 算 金 5,000,000 5,000,000 3,392,800 1,607,200 67.9
諸 支 出 金 償 還 金 及 び 保険料還付金 保 険 料 還 付 金 事 業

32,475,000 32,475,000 8,936,347 23,538,653 27.5

7,577,000 7,577,000 3,265,163 4,311,837 43.1
徴 収 費 徴 収 費 徴 収 事 業

一 般 管 理 業 務 経 費
1,095,000 1,095,000 479,179 615,821 43.8

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

広域連合納付金 広域連合納付金 広域連合納付金 連 合 納 付 金 事 業 2,732,735,000 2,732,735,000 644,479,400 2,088,255,600 23.6
後期高齢者医療 後期高齢者医療 後期高齢者医療 後 期 高 齢 者 医 療 広 域

総 務 費 総 務 管 理 費 一 般 管 理 費 職 員 給 与 費



(10) スポーツ振興課

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。
　スポーツ企画推進係においては、各種スポーツ事業の企画、立案及び実施に関する事務、スポーツ及びレクリエーションの振興に関する事務、スポーツ団体及びレクリ
エーション団体の支援に関する事務等を行っている。
　スポーツ施設係においては、体育施設の整備に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、特定寄附金の久喜マラソン大会事業寄附金１，００１，３００円及び雑入のネーミングライツ料３，３４０，０００円で、収入済額の９２．８％を占めて
いる。

係 名
主 幹

1

0

1

財 産 収 入 財産運用収入 利 子 及 び 利 子 及 び 配 当 金

会 計 年 度
任 用 職 員

1

1

00

2

0

スポーツ施設係スポーツ企画推進係

1 5

51

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 △ 1

副 主 幹課 長 課 長 補 佐

1

0

1

1

0

2 2

（Ｂ）節
収 入 未 済 額調 定 額

使 用 料

4,678,359

(1)

4,678,3593,256,000

　歳入予算現額３，２５６，０００円に対し、収入済額４，６７８，３５９円で収入率は１４３．７％である。

合 計

0

243,000

項
予 算 現 額科 目

目款 （Ａ）
使 用 料 及 び 総 務 使 用 料 総 務 管 理 使 用 料

1,071,300

249,310

3,353,628

手 数 料

0

0 102.6

1,071,300 0 -

143.7

3,353,628 0 111.8

4,121 0 31.7

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100

諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入
3,000,000

12

合 計

12

0

寄 附 金 寄 附 金 特 定 寄 附 金 特 定 寄 附 金

（Ｂ）-（Ｃ）

249,310

（Ｃ）

配 当 金 13,000 4,121

(1)

(1)
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　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額４０２，２７０，０００円に対し、支出済額２０７，５５８，７９６円で、５１．６％の執行率である。

ウ　改善・要望事項
・歳入のネーミングライツ料を雑入としていますが、契約により金額が確定していることから、歳入の性質に合わせた科目を設定し、収入することについて検討してください。

生涯スポーツ推進事業
運 営 事 業 84,000 84,000 78,000 6,000 92.9
ス ポ ー ツ 推 進 審 議 会

振 興 費 16,000 16,000 754 15,246 4.7
ス ポ ー ツ スポーツ振興業務経費

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
科 目

団 体 補 助 事 業 7,125,000 7,125,000

款 項 目
一 般 管 理 費 職 員 給 与 費

3,306,000
総 務 管 理 費

当 初 予 算 額

7,070,000 55,000 99.2

423,000
スポーツ・レクリエーション

ス ポ ー ツ 推 進 委 員

2,149,6603,306,000

0.0423,000 0 423,000

35.0

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

1,156,340
総 務 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

学校体育施設開放事業
運 営 事 業 2,577,000 2,577,000 576,180 2,000,820 22.4

7,432,000 7,432,000 66,419 7,365,581 0.9
久 喜 マ ラ ソ ン 大 会 事業

13,309,000 13,309,000 12,800,000 509,000 96.2
ス ポ ー ツ 活 性 化 事 業

2,209,000 2,209,000 1,691,920 517,080 76.6
体 育 施 設 管 理 事 業

365,776,000 365,776,000 184,115,062 181,660,938 50.3
諸 支 出 金 基 金 費 総 合 運 動 公 園 総 合 運 動 公 園

施設整備基金費 施設整備基金積立事業 9,000 13,000 4,121 8,879 31.7

　総合運動公園施設整備基金費の支出は、総合運動公園施設整備基金積立金（利子）４，１２１円である。
　スポーツ振興費の主な支出は、体育施設管理事業の管理業務委託料１８０，５３７，５００円であり、支出済額の８７．５％を占めている。
　一般管理費の支出は、職員給与費の職員手当等１，１５６，３４０円である。

402,266,000 402,270,000 207,558,796 194,711,204 51.6
合 計



(11) 児童センター

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　主な所掌事務は、施設の管理運営に関する事務、集団及び個別の遊びの指導に関する事務、遊びを通した体力増進の指導に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

42.0

　歳出予算現額８，４８６，０００円に対し、支出済額３，５６４，８２５円で、４２．０％の執行率である。
　主な支出は、児童館管理事業の管理業務委託料９９０，０００円、遊戯室空調設備整備工事１，２１０，０００円を含む工事請負費１，６２８，０００円であり、支出済額の

438,000 438,000 185,480
児 童 館 運 営 事 業

施 設 費

７３．４％を占めている。

使 用 料 及 び 使 用 料 民 生 使 用 料 児 童 福 祉 使 用 料
手 数 料

合 計
8,486,000 8,486,000 3,564,825 4,921,175

252,520 42.3

8,048,000 8,048,000 3,379,345 4,668,655 42.0
民 生 費 児 童 福 祉 費 児 童 福 祉 児 童 館 管 理 事 業

款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ）

　歳入予算現額１４，０００円に対し、収入済額１２，４７０円で収入率は８９．１％である。
　収入済額は、児童福祉使用料の行政財産使用料３７０円及び雑入の児童センター行事参加費１２，１００円である。

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
（Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

合 計
14,000 12,470 12,470 0 89.1

13,000 12,100 12,100 0 93.1

（Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入

款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ）

1,000 370 370 0 37.0

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

2 5

比 較 増 減 0 0 0 0

前 年 度 1 2

本 年 度 1 2 2 5

　　　　　　　職　名
　区　分

所 長 主 任
会 計 年 度
任 用 職 員

合 計
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ウ　改善・要望事項
・備品シールが貼付されていない備品が見受けられました。財務会計システムにて登録の処理を行った備品については、備品シールを当該備品に貼付し、突合できるよう
  にしてください。なお、備品シールの出力等、備品の各種手続きについては、「物品（備品）の管理及び各種手続きについて（通知）」（令和７年５月１６日付け久管第１８９
  号）を参照してください。



(12) 建設管理課

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し１人増である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

　調査係においては、道路側溝等への排水接続に関する事務、道路、河川、水路等の境界確認に関する事務、開発行為の事前協議に関する事務等を行っている。

行っている。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、道路橋りょう使用料の道水路占用料２９２，０５４円及び道路橋りょう手数料の道路台帳交付手数料７４５，２００円で、収入済額の７７．７％を占
めている。

39,167 0 24.8

747,600

雑 入 雑 入
国 庫 補 助 金 370,000 0 0 0 0.0

課 長 補 佐

土 木 使 用 料

　管理係においては、道路、河川等の占用及び使用に関する事務、第二庁舎の管理に関する事務、道路ボランティアに関する事務等を行っている。

　用地係においては、道路及び水路事業に係る土地及び家屋等の取得並びに収用に関する事務、公有地の拡大の推進に関する法律に基づく届出等に関する事務等を

収 入 率
款 項

臨 時 的
任 用 職 員

1

0

1

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 △ 1

参 事 兼 課 長 課 長

使 用 料 及 び 使 用 料
0.4

154,209,000 6,269,613 1,334,992 4,934,621 0.9

152,238,000 5,475,646

合 計

7,200 51.8
国 庫 支 出 金 国 庫 補 助 金 土 木 費 都 市 計 画 費 補 助 金

　歳入予算現額１５４，２０９，０００円に対し、収入済額１，３３４，９９２円で収入率は０．９％である。

手 数 料 548,225

（Ｃ）/（Ａ）×100
科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

諸 収 入 雑 入

目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ）

4,927,421
道 路 橋 り ょ う 使 用 料

合 計

(1)

6

2

2

0

4

0 0

(1)

(1)

管 理 係 調 査 係 用 地 係

4 6

会 計 年 度
任 用 職 員

係 名

2

2

0

18

17

1

10

1 0

1

2

2

0

(1)

手 数 料 土 木 手 数 料 道 路 橋 り ょ う 手 数 料
1,443,000 754,800

158,000 39,167
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　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額９５，６６３，０００円に対し、支出済額１４，８７６，７６６円で、１５．６％の執行率である。

ウ　改善・要望事項
・借受財産事前協議書と借受財産台帳を突合したところ、記載事項が相違している箇所が見受けられました。資料を作成する際は確認を徹底し、再発防止に努めてくだ
  さい。

門樋橋整備負担金事業
5,140,000 5,140,000 0 5,140,000 0.0

委託料６，０７０，０００円であり、支出済額の８８．０％を占めている。
　道路維持費の支出は、道路維持管理事業の土地借上料５８，０００円及び土地購入費４８，１７５円である。
　都市計画総務費の支出は、職員給与費の職員手当等６３，４８６円及び都市計画業務経費の図書費６，１６０円である。

８５．３％を占めている。
　道路橋りょう総務費の主な支出は、職員給与費の職員手当等１，５６７，１３０円、道路橋りょう業務経費の賠償責任保険料１，９５０，０００円、道路台帳整備事業の業務

合 計
95,656,000

　財産管理費の主な支出は、第二庁舎管理事業の光熱水費１，４４７，１９８円、清掃業務委託料１，１１１，０００円及びＯＡ機器等借上料６８８，０８４円であり、支出済額の

80,786,234 15.695,663,000 14,876,766

負 担 金 事 業 10,900,000 10,900,000 0 10,900,000 0.0

都 市 計 画 業 務 経 費
総 務 費 107,000 63,486 43,514 59.3

道 路 愛 護 事 業

3,803,984 8,449,016 31.0

総 務 費 2,782,000 56.3

40,000 40,000 6,160

都 市 計 画 費 都 市 計 画 職 員 給 与 費
107,000

33,840 15.4
街 路 事 業 費 杉 戸 久 喜 線 整 備

4,383,000

土 木 費 道路橋りょう費 道 路 橋 り ょ う 職 員 給 与 費

1,798,921

2,782,000 1,567,130 1,214,870

4,383,000 2,584,079

款 項
予 算 残 額 執 行 率

総 務 費 総 務 管 理 費 財 産 管 理 費 第 二 庁 舎 管 理 事 業

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額

12,253,000

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100目 事 業 名

道 路 橋 り ょ う 業 務 経 費

12,253,000

59.0

道 路 台 帳 整 備 事 業
4,415,000 4,415,000 308,650 4,106,350 7.0

45,206,000 45,206,000 6,096,400 39,109,600 13.5
道 路 里 親 事 業

450,000 457,000 252,179 204,821 55.2
地 籍 調 査 事 業

2,376,000 2,376,000 88,523 2,287,477 3.7

道 路 維 持 費 道 路 維 持 管 理 事 業
7,604,000 7,604,000 106,175 7,497,825 1.4



(13) 産業拠点整備推進課

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況【一般会計】
　「歳　入」

(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

整 備 推 進 事 業 30,000 30,000 6,160 23,840 20.5

推 進 事 業 197,160,000 197,160,000 474,618 196,685,382 0.2

0 0 0 0.0

729,000 729,000 67,103 661,897 9.2

スマートＩＣ推進係

0

3

0

(1)1 1

1

産業基盤推進係

調 定 額

国 庫 補 助 金

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
都 市 計 画 費

0

派 遣 職 員 合 計

特 別 会 計 土地区画整理事業 土 地 区 画 整 理 事 業

科 目
目

3

（Ｂ）節

1

1

0

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

係 名

前 年 度

比 較 増 減 0

課 長 補 佐課 長 主 幹

1

0

2

2

0

11

項

合 計

高 柳 地 区 開 発 整 備

スマートインターチェンジ

繰 入 金 特別会計繰入金 特 別 会 計 繰 入 金 1,000

款 項 目
都 市 計 画 職 員 給 与 費

1,004,000総 務 費 1,004,000 60,648
都 市 計 画 業 務 経 費

当 初 予 算 額

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

0

（Ｃ）

0

0

収 入 未 済 額

0.0国 庫 補 助 金
都 市 計 画 費 補 助 金

繰 入 金

943,352

119,698,000

0

予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

土 木 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

9

9

0

(1) (1)

(1)

予 算 現 額

　スマートＩＣ推進係においては、圏央道に関する事務、スマートインターチェンジの設置に関する事務等を行っている。
　産業基盤推進係においては、高柳地区産業団地整備に関する事務、栗橋駅西土地区画整理事業の換地処分に伴う清算に関する事務を行っている。

款 （Ａ）

119,699,000

国 庫 支 出 金 土 木 費

0.0

0

　歳入予算現額１１９，６９９，０００円に対し、収入済額０円で収入率は０％である。

6.0

支 出 済 額
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(単位：円・％)

　歳出予算現額５４９，７２５，０００円に対し、支出済額４０，９３６，０６４円で、７．４％の執行率である。

ウ　予算執行状況【土地区画整理事業特別会計】
　「歳　入」

(単位：円・％)

1,000 826,708 826,708 0 82,670.8

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

　土地区画整理費の支出は、土地区画整理事業特別会計繰出事業の他会計繰出金１６，８７８，０００円である。

-

1,660,000 2,594,357 1,759,443 834,914

繰 越 金 繰 越 金 繰 越 金 繰 越 金

雑 入 雑 入 雑 入

46,000,000 34,225,357 19,651,443 14,573,914 42.7
合 計

0 183,900 183,900 0 -

106.0

4,000 2,992 2,992 0 74.8
諸 収 入 市 預 金 利 子 市 預 金 利 子 市 預 金 利 子

手 数 料 0 400 400 0
使 用 料 及 び 手 数 料 督 促 手 数 料 督 促 手 数 料

繰 入 金 繰 入 金 44,335,000 30,617,000 16,878,000 13,739,000 38.1
繰 入 金 一 般 会 計 一 般 会 計 一 般 会 計 繰 入 金

款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額科 目 収 入 率

土 地 区 画 整 理 事 業土 地 区 画
【 繰 越 明 許 費 分 】

　都市計画総務費の主な支出は、高柳地区開発整備推進事業【繰越明許費分】の土地購入費２３，４４９，５３５円であり、支出済額の９７．５％を占めている。

243,258,000 549,725,000 40,936,064 508,788,936 7.4
合 計

総 務 費 推 進 事 業
0 306,467,000 23,449,535 283,017,465 7.7

土 木 費 都 市 計 画 費 都 市 計 画 高 柳 地 区 開 発 整 備

延滞金、加算金

　歳入予算現額４６，０００，０００円に対し、収入済額１９，６５１，４４３円で収入率は４２．７％である。
　収入済額の主なものは、一般会計繰入金１６，８７８，０００円及び雑入の清算金納付金１，７５９，４４３円であり、収入済額の９４．８％を占めている。

整 理 費 特 別 会 計 繰 出 事 業

延 滞 金 延 滞 金

38.1

及 び 過 料

44,335,000 44,335,000 16,878,000 27,457,000



　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額２８，６８０，０００円に対し、支出済額１３，８５０，４１２円で、４８．３％の執行率である。

合 計

　利子の支出は、公債費利子償還事業の利子１，０４３，９６４円である。

　一般管理費の支出は、一般管理業務経費の通信運搬費１，９８０円である。
　元金の支出は、公債費元金償還事業の償還金１２，８０４，４６８円である。

28,680,000 28,680,000 13,850,412 14,829,588 48.3

1,000,000 1,000,000 0 1,000,000 0.0
予 備 費 予 備 費 予 備 費 予 備 費

繰 出 金 1,000 1,000 0 1,000 0.0
諸 支 出 金 繰 出 金 一 般 会 計 一般会計繰出金事業

1,812,000 1,812,000 1,043,964 768,036 57.6
利 子 公債費利子償還事業

25,645,000 25,645,000 12,804,468 12,840,532 49.9
公 債 費 公 債 費 元 金 公債費元金償還事業

39,000 39,000 1,980 37,020 5.1
一 般 管 理 業 務 経 費

183,000 183,000 0 183,000 0.0
総 務 費 総 務 管 理 費 一 般 管 理 費 職 員 給 与 費

款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）
当 初 予 算 額

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額科 目
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(14) 公園緑地課

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し２人増である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。
　計画整備係においては、公園の計画及び整備に関する事務(余熱利用推進室に属するものを除く。)、緑化の推進に関する事務等を行っている。
　施設管理係においては、公園の維持管理に関する事務、公園の使用許可に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

会 計 年 度
任 用 職 員

款

1

1

0

(1)

(1)

2

1

1

0

7

使 用 料 及 び 土 木 使 用 料 都 市 計 画 使 用 料
目

使 用 料

5

合 計

19

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 1

係 名
計 画 整 備 係 施 設 管 理 係

課 長 主 幹

1

0

3

6

6

17

2

4

△ 1

課 長 補 佐

国 庫 補 助 金 土 木 費

　歳入予算現額１４，４６２，０００円に対し、収入済額１，２７４，８６９円で収入率は８．８％である。

8.82,305,9981,274,8693,580,86714,462,000

08,026,000

合 計

2,919,867

0.000
国 庫 支 出 金

雑 入 雑 入

手 数 料

国 庫 補 助 金
諸 収 入 雑 入

（Ｃ）/（Ａ）×100
収 入 済 額予 算 現 額科 目

5,672,000

項
収 入 未 済 額調 定 額

（Ｂ）-（Ｃ）

1,645,000 22.5

　収入済額の主なものは、都市計画使用料の市営駐車場使用料１，１４５，０００円であり、収入済額の８９．８％を占めている。

0

764,000 661,000 2 660,998 0.0

1,274,867

（Ｃ）（Ａ）

都 市 計 画 費 補 助 金

（Ｂ）節
収 入 率



　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額２６７，０９８，０００円に対し、支出済額４６，６６６，３７５円で、１７．５％の執行率である。

ウ　改善・要望事項
・クビアカツヤカミキリの被害については、公園のみならず、市内全域に及んでいる状況が見受けられます。他課とも連携し、有効な対策を講じてください。

公 園 照 明 灯 維 持

総 務 費 1,247,000 1,247,000 215,710 1,031,290 17.3

事８，６１３，０００円及び公園照明灯維持管理事業のLED化業務委託料５，９２２，４１０円であり、支出済額の８３．９％を占めている。
　公園費の主な支出は、公園維持管理事業の修繕料３，６５３，２８７円を含む需用費７，４５７，２０５円、管理業務委託料１６，８２９，３０２円、公園施設改修事業の改修工
　都市計画総務費の支出は、職員給与費の職員手当等１６２，８１８円である。
　環境衛生総務費の支出は、緑化推進事業の消耗品費１１７，６９０円、賠償責任保険料６８，０２０円及び埼玉県緑化推進委員会負担金３０，０００円である。

管 理 事 業 14,214,000 14,214,000 5,922,410 8,291,590 41.7

合 計
267,098,000 267,098,000 46,666,375 220,431,625 17.5

972,000 0 972,000 0.0
栗橋駅西土地区画整理
事業地内公園整備事業 972,000

28,667,000 28,667,000 8,844,000 19,823,000 30.9
公 園 施 設 改 修 事 業

221,002,000 221,002,000 31,508,801 189,493,199 14.3
公 園 維 持 管 理 事 業

38,000 38,000 12,636 25,364 33.3
公 園 費 公 園 業 務 経 費
総 務 費 958,000 958,000 162,818 795,182 17.0

土 木 費 都 市 計 画 費 都 市 計 画 職 員 給 与 費

支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額

緑 化 推 進 事 業衛 生 費 環 境 衛 生 費 環 境 衛 生
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(15) 水道事業（上下水道経営課、水道施設課）

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

出納その他会計事務に関する事務等を行っている。
　上下水道経営課料金係においては、水道料金の調定・徴収に関する事務等を行っている。
　水道施設課浄水係においては、浄水場及び水道施設の維持管理に関する事務等を行っている。
　水道施設課工務係においては、水道施設の企画・設計及び工事施工に関する事務等を行っている。
　水道施設課維持係においては、導配水管及び導配水管に附属する施設の維持管理に関する事務等を行っている。
　水道施設課給水係においては、給水装置工事の設計審査及び工事検査に関する事務、量水器の点検・管理に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況（収益的収入及び支出）
　「収　入」

(単位：円(税込)・％)

※執行済額は調定額のため、未収金も含まれる。

29

合 計

29

0

(1) 5 4

4

0 0

課 長 補 佐

3

3

0

課 ・ 係 名
上 下 水 道 経 営 課 水 道 施 設 課

水道経営係 料 金 係 浄 水 係 工 務 係 維 持 係 給 水 係

2 (1) 5

2

0

3

2 (1) (1)

4

　　　　職 名
区 分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減

部 長

1

1

0

課 長

2

2

0

　予算現額４，０７７，３６０，０００円に対し、執行済額１，８０４，５８９，３３８円で執行率は４４．３％である。

172,821

会 計 年 度
任 用 職 員

1

1

0

科 目
前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

130,492,021 153,409,881
営 業 外 収 益

特 別 利 益

615,562,000

2,000

　上下水道経営課水道経営係においては、水道事業の予算及び決算に関する事務、人事・給与に関する事務、資産の管理に関する事務（貯蔵品を除く。）、水道事業の

予 算 現 額
（Ａ）

執 行 済 額
（Ｂ）

4,077,360,000

3,461,796,000

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

89.5

1,673,108,978 1,861,701,470

21.2

49,417.0

89.9

85.1

571.9

48.3

1

4 (1)

4

0

(1)

5

△ 1

988,339

1,804,589,338 2,015,284,172 44.3



　「支　出」
(単位：円(税込)・％)

※執行済額には、未払金も含まれる。
※営業費用のうち減価償却費及び営業外収益のうち長期前受金戻入については執行していないが、当年度発生予定額の１／２を執行済額へ加算している。

ウ　予算執行状況（資本的収入及び支出）
　「収　入」

(単位：円(税込)・％)

※執行済額は調定額のため、未収金も含まれる。

0 0.0 -

1,628,000 1,535,842 617,441 94.3 248.7

営 業 外 費 用
18,252,000 9,510,530 11,124,434 52.1 85.5

　予算現額３，５８４，０７９，０００円に対し、執行済額１，５２３，５９５，７７６円で執行率は４２．５％である。

営 業 費 用
3,534,199,000 1,512,549,404 1,530,125,836 42.8 98.9

特 別 損 失

予 備 費
30,000,000 0

3,584,079,000 1,523,595,776 1,541,867,711 42.5 98.8

科 目
予 算 現 額 執 行 済 額 前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

677,779,000 17,788,461 59,939 2.6 29,677.6

科 目
予 算 現 額 執 行 済 額 前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

固 定 資 産 売 却 代 金
1,000 47,661 59,939 4,766.1 79.5

負 担 金
215,543,000 17,740,800 0 8.2 -

　予算現額６７７，７７９，０００円に対し、執行済額１７，７８８，４６１円で執行率は２．６％である。

企 業 債

資 本 的 収 入

水 道 事 業 費 用

386,000,000 0 0 0.0 -

国 庫 補 助 金
76,235,000 0 0 0.0 -
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　「支　出」
(単位：円(税込)・％)

※執行済額には、未払金も含まれる。

科 目
予 算 現 額 執 行 済 額 前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

2,765,178,000 442,437,472 474,369,359 16.0 93.3

資 本 的 支 出
2,923,891,000 521,407,961 555,044,055 17.8 93.9

　予算現額２，９２３，８９１，０００円に対し、執行済額５２１，４０７，９６１円で執行率は１７．８％である。

企 業 債 償 還 金
158,713,000 78,970,489 80,674,696 49.8 97.9

建 設 改 良 費



(16) 下水道事業（上下水道経営課、下水道施設課）

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し１人減である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

等を行っている。
　上下水道経営課料金係においては、下水道事業受益者負担金及び農業集落排水処理事業受益者分担金の賦課及び徴収に関する事務等を行っている。
　下水道施設課工務係においては、下水道に係る工事の施工及び監督に関する事務等を行っている。
　下水道施設課維持係においては、下水道の維持管理に関する事務、農業集落排水処理場の維持管理に関する事務等を行っている。
　下水道施設課排水係においては、排水設備工事の審査及び承認等に関する事務、水洗便所改造資金貸付に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況（収益的収入及び支出）
　「収　入」

(単位：円(税込)・％)

※執行済額は調定額のため、未収金も含まれる。

課 ・ 係 名
上 下 水 道 経 営 課 下 水 道 施 設 課

3

3

70.0

0.0

107.2

109.1

-

65.8 108.3

1,093,177,358 1,019,500,324 60.8

公 共 下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

2,162,553,000

1,000 0

2,606,317,737 2,405,904,2223,959,164,000

1,796,610,000

1,513,140,379 1,386,403,898

0 0

前 年 度

比 較 増 減

1

0

1

予 算 現 額
（Ａ）

執 行 済 額
（Ｂ）

　上下水道経営課下水道経営係においては、公共下水道事業及び農業集落排水事業の予算及び決算に関する事務、出納に関する事務、流域下水道に関する事務

0

(1)4

(1)4 3 (1)

3

0

(1)

1

1

00

下水道経営係 料 金 係 排 水 係

0

副 部 長 課 長 補 佐

2

2

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

会 計 年 度
任 用 職 員

工 務 係 維 持 係

0 19

20

△ 1

1

△ 1

合 計

農 業 集 落 排 水 事 業 収 益
625,870,000 448,889,469 419,224,269 71.7 107.1

科 目
前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

4

4

営 業 収 益
156,657,000 78,349,788 78,494,647 50.0 99.8

営 業 外 収 益
469,212,000 370,539,681 340,729,622 79.0 108.7

特 別 利 益
1,000 0 0 0.0 -

課 長

1

1

0
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　「支　出」
(単位：円(税込)・％)

※執行済額には、未払金も含まれる。
※営業費用のうち減価償却費及び営業外収益のうち長期前受金戻入については執行していないが、当年度発生予定額の１／２を執行済額へ加算している。

公 共 下 水 道 事 業 費 用
3,841,662,000 1,461,132,924 1,416,116,542 38.0 103.2

科 目
予 算 現 額 執 行 済 額 前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

　公共下水道事業費用については、予算現額３，８４１，６６２，０００円に対し、執行済額１，４６１，１３２，９２４円で執行率は３８．０％である。

営 業 費 用
3,634,345,000 1,368,388,239 1,328,851,439 37.7 103.0

特 別 損 失

予 備 費
5,000,000 0 0 0.0 -

920,000 275,253 82,588 29.9 333.3

営 業 外 費 用
201,397,000 92,469,432 87,182,515 45.9 106.1

　公共下水道事業収益については、予算現額３，９５９，１６４，０００円に対し、執行済額２，６０６，３１７，７３７円で執行率は６５．８％である。

農 業 集 落 排 水 事 業 費 用
628,123,000 245,819,366 246,956,805 39.1 99.5

営 業 費 用
571,843,000 225,540,760 225,473,271 39.4 100.0

営 業 外 費 用
51,230,000 20,278,606 21,483,534 39.6 94.4

特 別 損 失
50,000 0 0 0.0 -

予 備 費
5,000,000 0 0 0.0 -

　農業集落排水事業収益については、予算現額６２５，８７０，０００円に対し、執行済額４４８，８８９，４６９円で執行率は７１．７％である。

　農業集落排水事業費用については、予算現額６２８，１２３，０００円に対し、執行済額２４５，８１９，３６６円で執行率は３９．１％である。



ウ　予算執行状況（資本的収入及び支出）
　「収　入」

(単位：円(税込)・％)

※執行済額は調定額のため、未収金も含まれる。

企 業 債
2,877,144,000 240,900,000 66,800,000 8.4 360.6

貸 付 金 償 還 金

他 会 計 負 担 金
54,825,000 42,061,000 42,764,000 76.7 98.4

他 会 計 補 助 金
154,555,000 126,424,000

公 共 下 水 道 事 業 資 本 的 収 入
3,498,274,000 453,356,460 415,973,750 13.0 109.0

科 目
予 算 現 額 執 行 済 額 前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

263,186,000 81.8 48.0

国 庫 補 助 金
364,950,000 0 0 0.0 -

87.5

負 担 金 等
45,680,000 43,201,460 42,343,750 94.6 102.0

1,120,000 770,000 880,000 68.8

他 会 計 補 助 金

農 業 集 落 排 水 事 業 資 本 的 収 入
332,788,000 63,607,000 79,867,000 19.1 79.6

他 会 計 負 担 金
1,603,000 1,524,000 1,523,000 95.1 100.1

企 業 債
264,600,000 0 0 0.0 -

63,365,000 60,195,000 76,936,000 95.0 78.2

負 担 金 等
3,100,000 1,828,000 1,348,000 59.0 135.6

100.0

　公共下水道事業資本的収入については、予算現額３，４９８，２７４，０００円に対し、執行済額４５３，３５６，４６０円で執行率は１３．０％である。

貸 付 金 償 還 金
120,000 60,000 60,000 50.0

　農業集落排水事業資本的収入については、予算現額３３２，７８８，０００円に対し、執行済額６３，６０７，０００円で執行率は１９．１％である。
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　「支　出」
(単位：円(税込)・％)

※執行済額には、未払金も含まれる。

公 共 下 水 道 事 業 資 本 的 支 出
4,433,891,000 1,295,682,128 1,403,908,760 29.2 92.3

建 設 改 良 費
2,731,230,000 607,886,362 655,723,506 22.3 92.7

0 350,000 0.0 0.0

科 目
予 算 現 額 執 行 済 額 前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

454,185,000 187,369,595

企 業 債 償 還 金

貸 付 金

1,699,661,000 687,795,766 747,835,254 40.5 92.0

3,000,000

468,296,000 187,710,595 192,599,979 40.1 97.5

建 設 改 良 費
13,111,000 341,000 418,000

1,000,000 0 0

2.6 81.6

企 業 債 償 還 金

　公共下水道事業資本的支出については、予算現額４，４３３，８９１，０００円に対し、執行済額１，２９５，６８２，１２８円で執行率は２９．２％である。
　農業集落排水事業資本的支出については、予算現額４６８，２９６，０００円に対し、執行済額１８７，７１０，５９５円で執行率は４０．１％である。

192,181,979 41.3 97.5

貸 付 金
0.0 -

農 業 集 落 排 水 事 業 資 本 的 支 出



(17) 農業委員会事務局

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　主な所掌事務は、農業委員会総会等の議事に関する事務、農地法第３条による許可申請の受付に関する事務、農地法第４条・５条による許可申請の受付に関する事
務、農業者年金に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額は、農業手数料の耕作・貸付地・借受地証明手数料１，２００円、農業費受託事業収入の農業者年金業務委託手数料３２１，５００円及び雑入の国有農地等管

99,000 99,000 99,000 0 100.0
雑 入 雑 入 雑 入

受託事業収入 324,000 321,500 321,500 0 99.2

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

事 務 局 長 副 主 幹

県 補 助 金 13,075,000 0 0 0 0.0
県 支 出 金 県 補 助 金 農林水産業費 農 業 費 補 助 金

諸 収 入 受託事業収入 農林水産業費 農 業 費 受 託 事 業 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料 農 林 水 産 業 農 業 手 数 料

3.1

　歳入予算現額１３，５０１，０００円に対し、収入済額４２１，７００円で収入率は３．１％である。

理処分事業事務取扱費交付金９９，０００円である。

手 数 料 手 数 料 3,000 1,200 1,200 0 40.0

合 計
13,501,000 421,700 421,700 0

収 入 未 済 額 収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

0

市役所（本庁） 栗橋行政センター 鷲宮行政センター

2 5(1)

(1)

主 幹

(3)

農 業 委 員 会 事 務 局

7

7

0

28

28

0

21

1

合 計

(2)

(3)

5

6

6

0

2

0 0

(2) (2)

(2)

農 地 調 整 係

2

0

5

5
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　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額２８，６３４，０００円に対し、支出済額８，５６６，８８６円で、２９．９％の執行率である。

ウ　改善・要望事項
・歳入の国有農地等管理処分事業事務取扱費交付金を雑入としていますが、当該交付金は、国有農地の管理を市が行っていることに対して交付されているものであるこ
  とから、歳入の性質に合わせた科目を設定し、収入することについて検討してください。

2,508,000 2,508,000 426,051 2,081,949 17.0
農 業 総 務 費 職 員 給 与 費

　農業委員会費の主な支出は、農業委員会運営事業の委員等報酬７，１６１，４８０円であり、支出済額の８８．０％を占めている。
　農業総務費の支出は、職員給与費の職員手当等４２６，０５１円である。

合 計
28,634,000 28,634,000 8,566,886 20,067,114 29.9

26,126,000 26,126,000 8,140,835 17,985,165 31.2
農林水産業費 農 業 費 農業委員会費 農 業 委 員 会 運 営 事 業

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100



(18) 学校施設課

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、雑入の栗橋南小学校太陽光発電電気料６９，５２４円及び旧上内小学校楽器売却代８２，７００円であり、収入済額の９６．４％を占めている。

弁 償 金 弁 償 金諸 収 入 雑 入

241,000 187,814 157,989 29,825 65.6
雑 入

10,000 0 0 0 0.0

小 学 校 費 補 助 金

154,869,000 0 0 0 0.0
中 学 校 費 補 助 金

223,357,000 0 0

臨 時 的
任 用 職 員

1

1

0

主 幹

1

0

0 0.0

214,798,000 0 0 0 0.0

会 計 年 度
任 用 職 員

1

△ 1

8

小・中学校再編係

15

15

0

41,000 0 0 0

　　　　　　　職　名
　区　分

係 名
施 設 係

1 9

前 年 度

比 較 増 減 △ 1

課 長 補 佐参 事 兼 課 長 課 長

0

1

合 計

0

項
使 用 料

予 算 現 額

　施設係においては、学校施設の維持管理及び修繕に関する事務、学校施設の整備計画に関する事務、学校管理備品の整備に関する事務等を行っている。
　小・中学校再編係においては、小・中学校の適正規模・適正配置に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）
使 用 料 及 び 教 育 使 用 料

本 年 度

1

3

01

0

1

△ 1

10 (1) 3

雑 入

国 庫 負 担 金

中 学 校 使 用 料

科 目
目 節

国 庫 補 助 金 教 育 費 教 育 総 務 費 補 助 金

（Ｃ）

0

（Ｂ）

29,825

0 0.0

0.0

0.0

157,989

0 0

　歳入予算現額１，４６６，２９３，０００円に対し、収入済額１５７，９８９円で収入率は０．０％である。

合 計

0

収 入 未 済 額調 定 額 収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

0

0.0187,8141,466,293,000

手 数 料
小 学 校 使 用 料

122,000

872,855,000
教 育 費 教 育 総 務 費 負 担 金国 庫 支 出 金 国 庫 負 担 金

国 庫 補 助 金
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　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額７，９０８，１４３，５２０円に対し、支出済額１，０７２，３６８，３１８円で、１３．６％の執行率である。

中 学 校 屋 内 運 動 場
空 調 設 備 整 備 事 業 731,873,000 731,873,000 86,887,000 644,986,000 11.9
中 学 校 屋 内 運 動 場

　事務局費の主な支出は、（仮称）久喜市立鷲宮義務教育学校開校準備事業の校舎増築工事１６３，９６３，３６０円、屋外運動場改修工事３４，２００，０００円、（仮称）久喜
市立鷲宮義務教育学校開校準備事業【繰越明許費分】の校舎増築工事１２４，１７９，４４０円及び既存校舎改修工事３３，９４７，８６４円であり、支出済額の８７．３％を占

6,734,907,000 7,908,143,520 1,072,368,318 6,835,775,202 13.6
合 計

めている。
　小学校費における学校管理費の主な支出は、小学校維持管理事業の光熱水費６３，９７５，２５９円、空調機器借上料５１，３１２，５８０円及び久喜小学校外壁改修工事
３３，６９０，０００円を含む改修工事１１２，７８０，０００円であり、支出済額の７８．１％を占めている。
　小学校費における学校建設費の支出は、小学校大規模改造事業の桜田小学校大規模改造工事５２,６９０,０００円である。

【 繰 越 明 許 費 分 】 0 199,410,000 25,510,000 173,900,000 12.8
空 調 設 備 整 備 事 業

192,862,000 192,862,000 47,070,000 145,792,000 24.4
学 校 建 設 費 中学校大規模改造事業

【 繰 越 明 許 費 分 】 0 5,935,000 5,934,640 360 100.0

647,041,000 654,458,000 154,374,465 500,083,535 23.6
中 学 校 維 持 管 理 事 業

155,960,000 155,960,000 52,690,000 103,270,000 33.8
中 学 校 費 学 校 管 理 費 中 学 校 維 持 管 理 事 業

小学校大規模改造事業

0 70,790,000 6,972,100 63,817,900 9.8

1,140,525,000 285,010,677 855,514,323

【 繰 越 明 許 費 分 】 0 817,091,520 162,091,304 655,000,216 19.8
教 育 学 校 開 校 準 備 事 業

教 育 学 校 開 校 準 備 事 業 3,876,403,000 3,873,838,000 230,707,212 3,643,130,788 6.0
（仮称）久喜市立鷲宮義務

12,121,000 11,022,000 1,099,000 90.9
小 ・ 中 学 校 適 正 規 模 ・

9,000 0 9,000 0.0
事 務 局 業 務 経 費

58.7

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目
款 項 目

事 務 局 費 職 員 給 与 費
6,977,000

25.01,065,367,000

学 校 建 設 費 小学校耐震化整備事業
46,294,000 46,294,000 0 46,294,000 0.0

小 学 校 維 持 管 理 事 業
【 繰 越 明 許 費 分 】

学 校 管 理 費 小 学 校 維 持 管 理 事 業

教 育 費

9,000

適 正 配 置 推 進 事 業 12,121,000

2,878,080

当 初 予 算 額

（仮称）久喜市立鷲宮義務

（Ｂ）（Ａ）事 業 名
教 育 総 務 費

6,977,000 4,098,920

小 学 校 費



ウ　改善・要望事項
・借受地に係る土地所有者との交渉について、対面よりも電話で行うケースの方が多く見受けられますが、土地所有者との良好な信頼関係の構築に寄与すると考えられ
  ることから、可能な限り対面での交渉に努めてください。
・各学校の備品について、久喜市立学校備品管理規程等に基づく適切な管理がなされているか、貴課において十分に把握しきれていない状況が見受けられます。まずは、
  状況の把握に努めてください。

　中学校費における学校管理費の主な支出は、中学校維持管理事業の光熱水費３２，３６０，１１７円、修繕料１３，４９６，７８０円、空調機器借上料３２，０８８，４２０円及び
栗橋東中学校外壁改修工事３４，４７０，０００円を含む改修工事５１，２６０，０００円であり、支出済額の８０．６％を占めている。
　中学校費における学校建設費の主な支出は、中学校大規模改造事業の栗橋西中学校大規模改造工事４７，０７０，０００円及び中学校屋内運動場空調設備整備事業の
栗橋西中学校屋内運動場空調設備設置工事４２，０００，０００円を含む整備工事８６，８８７，０００円であり、支出済額の８４．０％を占めている。
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(19) 指導課

ア　職員配置状況(令和7年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数。また、会計年度任用職員には事務補助員の他、教育活動支援員、スクール・サポート・スタッフ等の職員を含む。

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し２９人増である。
　各係・室の主な所掌事務は、学校教育の指導及び助言、教職員の研修に関する事務に加え次のとおりである。
　指導係においては、教育相談及び久喜市障がい児就学支援委員会に関する事務等を行っている。
　教職員係においては、教職員の人事、調査、福利厚生に関する事務等を行っている。
　ＧＩＧＡスクール推進室においては、教科用図書の採択に関する事務、学校における教育の情報化に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

27 29

会計年度
任用職員

合 計

196176

149 167

教 諭

5 (1) 2 (1)

2

0

2

1 1 1 2 1 5 (2)

　　　　　　　職　名
　区　分

指導主事兼
参事兼課長

指導主事兼
主 幹

指導主事兼
主幹兼室長

指導主事兼
課長補佐

副 主 幹
指 導 係 教職員係

本 年 度 1 1 2 (1)

係 名 ＧＩＧＡスクー
ル 推 進 室

1 (1)2 1 55

収 入 率
（Ｃ）/（Ａ）×100

収 入 済 額予 算 現 額科 目 収 入 未 済 額調 定 額

比 較 増 減 0 0 0 0 0 00 0

(2) ※

※前 年 度

国 庫 補 助 金 3,677,000

項

0.00
国 庫 支 出 金

（Ｃ）（Ａ）節款 （Ｂ）-（Ｃ）

0

（Ｂ）

0

目
国 庫 補 助 金 教 育 費 小 学 校 費 補 助 金

委 託 金 教育費委託金 教 育 総 務 費 委 託 金

県 支 出 金 県 補 助 金 教 育 費 教 育 総 務 費 補 助 金

教 育 総 務 費 委 託 金

0.00157,470157,470459,145,000

　歳入予算現額４５９，１４５，０００円に対し、収入済額１５７，４７０円で収入率は０．０％である。

合 計

899,000 0 0 0 0.0

県 補 助 金 21,806,000 0 0 0 0.0

16,927,000 0 0 0 0.0
委 託 金 教育費委託金

小 学 校 費 補 助 金

中 学 校 費 補 助 金
273,240,000 0 0 0 0.0

142,416,000 0 0 0 0.0

諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入
180,000 157,470 157,470 0 87.5

　収入済額は、雑入のイングリッシュキャンプ事業参加費１５７，４７０円である。



　「歳　出」
(単位：円・％)

事 務 局 業 務 経 費

（B）/（Ａ）×100
科 目

当 初 予 算 額
予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率

款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

0 291,000 231,763 59,237 79.6
総 務 費 総 務 管 理 費 一 般 管 理 費 総合事務組合負担金事業

臨時的任用教職員事業
1,104,000 1,104,000 720,000 384,000 65.2

教 育 指 導 費 教 育 指 導 事 業

149,123,000 149,123,000 68,288,825 80,834,175 45.8

12.9

4,465,000 4,465,000 1,745,700 2,719,300 39.1

教育学校開校準備事業 7,153,000 7,153,000 0 7,153,000 0.0
任 期 付 市 費 負 担

7,293,000 7,293,000 941,915 6,351,085

学校図書維持管理事業

学校ＷＡＮ維持管理事業

生 徒 指 導 推 進 事 業
663,000 663,000 51,000 612,000 7.7

教 育 相 談 事 業
67,000 67,000 25,174 41,826 37.6

教育支援センター事業
284,000 284,000 67,304 216,696 23.7

特 別 支 援 教 育 事 業
925,000 925,000 131,710 793,290 14.2

教 育 活 動 補 助 事 業
16,679,000 16,679,000 3,997,975 12,681,025 24.0

教 職 員 研 修 事 業
984,000 1,883,000 322,572 1,560,428 17.1

教 育 研 究 協 議 会 等
負 担 金 事 業 2,431,000 2,431,000 2,339,600 91,400 96.2
教職員人権教育事業

60,000 60,000 0 60,000 0.0
コミュニティ・スクール事業

2,261,000 2,261,000 31,264 2,229,736 1.4
中学生学力アップ教育
推 進 事 業 4,298,000 4,298,000 868,320 3,429,680 20.2
プール授業外部委託事業

5,614,000 5,614,000 0 5,614,000 0.0

949,000 949,000 316,780 632,220 33.4

（仮称）久喜市立鷲宮義務

80,000 80,000 22,882 57,118 28.6

教 育 費 教 育 総 務 費 事 務 局 費 職 員 給 与 費

教 職 員 任 用 事 業 13,557,000 13,557,000 4,284,920 9,272,080 31.6
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(単位：円・％)

　歳出予算現額１，２３５，５３９，０００円に対し、支出済額１１８，３４１，３２１円で、９．６％の執行率である。

　事務局費の主な支出は、学校ＷＡＮ維持管理事業のライセンス使用料４７，２３４，５６１円を含む使用料及び賃借料６３，６９９，３６１円であり、支出済額の８４．５％を占

部活動地域移行推進事業の協力者謝礼２，５４０，０００円であり、支出済額の６９．７％を占めている。
　小学校費における学校管理費の主な支出は、情報教育機器維持管理事業のGIGAスクール学習者用端末修繕８,４７８,８９８円を含む修繕料９，０５８，１５８円、授業支援
ソフトウェアライセンス使用料３，８３４，６００円を含む使用料及び賃借料６，４０４，６１７円であり、支出済額の８８．６％を占めている。

合 計
1,234,349,000 1,235,539,000 118,341,321 1,117,197,679 9.6

　教育指導費の主な支出は、教育活動補助事業の全国市長会学校災害賠償補償保険料１，０５４，５０５円を含む役務費１，３５１，５０５円、バス借上料１，２５３，１２０円、
英語検定受験料補助金６３７，６００円を含む負担金、補助及び交付金１，３９１，４６９円、教育研究協議会等負担金事業の負担金、補助及び交付金２，３３９，６００円、

めている。

　一般管理費の支出は、総合事務組合負担金事業の負担金（退職手当負担金）２３１，７６３円である。

教 育 費 教 育 総 務 費 教 育 指 導 費 小 ・ 中 学校指導書等
整 備 事 業 1,200,000 1,200,000 0 1,200,000 0.0
ＧＩＧＡスクールＬａｂ事業

2,001,000 2,001,000 160,952 1,840,048 8.0

小 学 校 費 学 校 管 理 費 情 報 教 育 機 器
維 持 管 理 事 業 642,619,000 642,619,000 17,444,830 625,174,170 2.7

中 学 校 費 学 校 管 理 費 情 報 教 育 機 器

0.8
保 健 体 育 費 保 健 体 育 教 職 員 健 康 診 断 ・

維 持 管 理 事 業 336,637,000 336,637,000 12,495,327 324,141,673

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

共同オンライン分教室事業

1,221,000 1,221,000 849,937 371,063 69.6

　保健体育総務費の支出は、教職員健康診断・健康管理事業の養護教諭B型肝炎抗原・抗体検査及びワクチン接種業務委託料５２，５９１円である。

部活動地域移行推進事業

26,458,000 26,458,000 2,949,980 23,508,020 11.1

　中学校費における学校管理費の主な支出は、情報教育機器維持管理事業のGIGAスクール学習者用端末修繕３,７８１,３３９円を含む修繕料３，９２８，４０９円、中学校指
導者用デジタル教科書ライセンス使用料４，７３４，４００円を含む使用料及び賃借料７，５１１，１２３円であり、支出済額の９１．６％を占めている。

総 務 費 健 康 管 理 事 業 6,223,000 6,223,000 52,591 6,170,409

3.7
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